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 博士学位論文題目：  
「路面排水中の有機物質および栄養塩類の流出挙動とその削減手法に関する研究」  
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向にあり，北湖，南湖での COD，T-N，南湖での T-P は未だ環境基準を達成していな
い状況である 2～4)。   
琵琶湖流域での汚濁負荷量を発生源種でみると，ノンポイント汚染(自然系+市街地
系+農地系)に係る汚濁負荷量の割合が増加傾向にある。1990 年から 2000 年の 10 年間

















以下，第 2 節，第 3 節で，琵琶湖のノンポイント汚染の現状，琵琶湖の都市ノンポ
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1.2 琵琶湖流域のノンポイント汚染の状況  
1.2.1 水質保全対策の現状  
琵琶湖では，早くから水質汚濁防止法に基づき県内全域を生活排水対策重点地域に
指定するなど総合的な対策が実施されてきた 18)。その結果，滋賀県の下水道処理人口
普及率は，2000 年頃を境に全国平均を上回り，2005 年度末には 80.3%となった。浄化
槽等を含めると汚水処理人口普及率は 94.9%に達している。特に，高度処理人口普及
率は 80%と他の道都府県に対して，非常に高い値となっている 2,19)。また，下水道の
水環境保全率※は 79.5%と全国 1 位で，合流改善や高度処理の推進が行われている。  
しかしながら，琵琶湖の COD，T-N，T-P の水質濃度の推移  (年平均値) は，琵琶湖
北湖・南湖では，T-P は横ばいであり，COD，T-N はむしろ増加傾向にある。2007 年
時点においても琵琶湖の水質は，北湖 T-P のみが環境基準を達成し，南湖 T-P および

















1.2.2 土地利用形態の変化  
琵琶湖の集水域は滋賀県面積の 93%であり，滋賀県の土地利用形態が琵琶湖の水質
に密接に関与している。県土のうち森林が 51％を占め，残りの 3 分の 1 ずつが農地，
河川（琵琶湖含む），道路・宅地の割合となっている。都市化の進展に伴い，1970 年
以降の 30 年間で農用地は 22％減少し，道路は 49％増加，宅地は 88％増加している。
滋賀県の土地利用は，森林や農用地などの浸透域が減少し，道路・宅地などの不浸透
域が増加する傾向にある 21～23)。  
2000 年の国勢調査によると，滋賀県の人口増加率は過去 5 年間で 4.3%増と日本の
中で最も高い県である 24)。日本の総人口が 2006 年にピークを迎え，その後減少過程
に入っていく中で，滋賀県の人口は 2030 年まで増加し続ける 4 県（他東京，神奈川，
第 1章 序 論 
 3
沖縄）のうちの１県であると推計されている 25)。人口の増加と幹線交通網の整備など
が相俟って，集水域ではさらに都市化が進展するものと考えられる 26,27)。  
 
1.2.3 道路環境の推移  
滋賀県は，大都市圏のように鉄道網が発達していないため，輸送や生活に自動車が
多用されている。滋賀県の自動車の利用率を京阪神都市圏と比較すると，1.7 倍であ
る 28)。車種別自動車保有車両数（軽自動車を含む）では，Fig. 1-1 に示すように 1990
年頃から乗用車の増加が著しい 29)。乗用車保有車両数は，1990 年から 2005 年までの
15 年間は全国平均を上回る増加傾向にある。また，道路実延長は 11,590.5km（2003




















Fig. 1-1 滋賀県における車種別自動車保有車両数（軽自動車を含む）の推移  
 
 





















































































1.5 本論文の構成  
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以下，第 2 節では，都市域のノンポイント汚染源を整理し，第 3 節では，ノンポイ
ント汚染による汚濁負荷の実態把握として土地利用形態別による汚濁負荷量の比較を






2.2 都市域のノンポイント汚染源  
2.2.1 汚染物質の種類  
我が国のノンポイント汚染源は，主に山地，農地，市街地等からの流出による汚染
であるため，むしろ土地利用形態で分類される方が多い。一方，米国ではノンポイン
ト汚染源をポイント汚染源以外のすべてと定義し，以下のような汚濁物質がある 2)。  
・ 農地や居住区からの過剰肥料，除草剤や殺虫剤  
・ 都市流出水からの油，潤滑油，毒性化学物質や化石燃料生成物  
・ 不適切な管理による建設現場，農作物や森林，堰堤の浸食からの土砂  
・ 灌漑排水からの塩類や廃鉱からの酸性排水  
・ 家畜，ペットの排泄，不適切な汚水処理によるバクテリアや栄養塩類  
・ 大気降下物や湿性降下物に起因する汚染物質  
これらは多くの広汎性の供給源から発生し，降雨や融雪水によって引き起こされる。
U.S.EPA の報告では，水質調査結果から水質を悪化する発生源として，河川では 1 位
農業，2 位地域のポイント汚染源，3 位は流況や生息域の変化であり，湖沼は，1，2
位は同様であるが，3 位は都市からの流出水と結論づけた 3)。  
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Table 2-1 ノンポイント汚染の汚濁物質および発生原因 3)   
 



























2.2.2 汚染物質の流出挙動  
都市ノンポイント汚染は，都市域の道路，高速道路からの流出水や融雪水が水環境







Al，Cd，Cr，Fe，Pb は負荷量 90%以上が懸濁態，Zn，Mn，Cu は溶存態として流出す





あり，Fe は車体由来と推察した。  
また，微量有害化学物質は，自動車排ガス由来である多環芳香族炭化水素類(PAHs)
に関する研究が精力的に進められている。山田ら 9)は，路面排水中の Nitro-PAHs は
PAHs と同様に粒子に強く吸着していることを明らかにし，市木ら 10)，三浦ら 11)，尾
崎ら 12)は，特に，ベンゾ a ピレン(B(a)P)と浮遊物質量(SS)の高い相関性から，細かい
粒子状物質に吸着した B(a)P が路面排水中の SS と流出していることを明らかにした。
青木 13)らは，下水道の越流水中に含まれる NP（ノニルフェノール），E2（エストラジ
オール）と COD，BOD，SS，T-P 濃度の相関が高いことを指摘している。徳永ら 14)
は，道路排水水質と道路構造物の付着汚染物質の組成調査を行い，大気中の塵埃が自
動車の排気ガスに起因するパラフィン等をバインダとして付着していることから，
BOD，COD の負荷量として換算すると，都市内道路の路面 1 m2 当たり BOD15.3 g･year-1，



























2.3 土地利用形態による汚濁負荷量  
2.3.1 都市域  
和田 17)は，都市におけるノンポイント負荷が，土地利用形態の違いにより堆積する
量や質が異なることを指摘し，工業地域は住居地域と比較して，BOD で 5 倍，SS で
約 10 倍，NH4-N で 15 倍高い負荷量を示すと報告した（Table 2-2）。Marsalek18)は早く
から土地利用によって汚濁濃度が異なることを明らかにしている。 Beaulac と
Reckhow19) の調査では，都市地域のリン負荷量を 0.5～6.25 kg･ha-1･year-1（平均 1 kg･
ha-1･year-1），窒素負荷量を 1～38.5 kg･ha-1･year-1（平均 5 kg･ha-1･year-1）と見積もっ
ている。  
Table 2-3 に示す PLUARG の流域調査結果 20)によると，一般市街地，居住地域，商
業地域，工業地域，開発都市域の汚濁負荷量は，同地域間および各地域でバラツキが
みられる。例えば，T-N は一般市街地で 0.2～18 kg･ha-1･year-1 と 90 倍の差が生じてい
る。T-P は，土地用途別に応じて 100 倍程度の差がある。特に，開発都市域は，SS，
T-N，T-P とも他の地域と比較して非常に高汚濁負荷量を示していた。これは土地開発
現場からの土砂流出によると推察される。  



























Table 2-3  PLUARG の流域調査による土地利用形態別汚濁負荷量  
















第1種住居専用地域 0.20 - 0.20 0.20 5.2 - 0.8 5.4 0.004 - 0.007 0.0056
第2種住居専用地域 0.28 - 0.61 0.45 5.6 - 13.2 9.0 0.007 - 0.009 0.0078
住居地域 0.59 - 0.81 0.70 6.9 - 24.8 15.9 0.009 - 0.018 0.0134
近隣商業地域 0.37 - 0.80 0.61 3.9 - 13.9 7.5 0.006 - 0.018 0.0106
商業地域 0.85 - 0.52 0.50 10.2 - 10.7 10.4 0.015 - 0.018 0.0169
準工業地域 0.88 - 2.10 1.49 7.6 - 88.1 47.9 0.022 - 0.099 0.0605
工業地域 1.52 - 5.44 3.48 57.0 - 317.2 187.1 0.066 - 0.342 0.2044
工業専用地域 0.34 - 7.27 2.84 13.0 - 431.7 154.8 0.011 - 0.458 0.1569
注）堆積期間は先行晴天日数で10～20日である
BOD (kg･ha-1･year-1) SS (kg･ha-1・year-1) NH4-N (kg･ha
-1･year-1)
　範　囲 　範　囲 　範　囲
汚染物質 一般都市区 居住区 商業区 工業区 開発都市区
　SS 200-4800 620-2300 50-830 450-1700 27500
　T-P 0.3-4.8 0.4-1.3 0.1-0.9 0.9-4.1 23
　T-N 0.2-18 5-7.3 1.9-11 1.9-14 63
　Pba 0.14-0.5 0.06 0.17-1.1 2.2-7 3
　Cu 0.02-0.21 0.03 0.07-0.13 0.29-1.3 －
　Zn 0.3-1.0 0.02 0.25-0.43 3.5-12.0 －
　塩化物 130-750 1050 10-150 75-160 －
Source:  Sonzogni et al. (1980)




Table 2-4 同一都市流域での土地利用形態別汚濁負荷量（冬季 12～3 月を除く）  













Table 2-5 では，土地利用形態別の調査結果からデータが充実している SS 負荷量に
ついて整理した。測定時期，国や周辺の状況の違いによる汚濁負荷量の地域間差はあ




















土地利用 SS T-P Total Pba
 高速道路 979 1.04 4.96
 工業地域 957 1.49 2.70
 駐車場 453 0.78 0.96
 高密度住居地域 487 1.12 0.90
 中密度住居地域 216 0.58 0.24
 低密度住居地域 11 0.04 0.01
 公園 3 0.03 0.006
Source:  Bannerman et al. (1983)
























出典：(a) Wada17)（1990），(b) Sonzogni et al.  20)（1980），(c) Bennerman et al.3)（1983） 
 
 























2.3.2 市街地・道路  


























囲は，BOD 24～605 kg･ha-1･year-1，COD 34～378 kg･ha-1･year-1，SS 105～2,390 kg･ha-1･
year-1，T-N 4.5～46.6 kg･ha-1･year-1，T-P 0.6～6.5 kg･ha-1･year-1 である。調査場所や地









主要幹線道路からの距離 Pb Zn Cu Cd Ni TOC
(m) (mg･m-2) (mg･m-2) (mg･m-2) (mg･m-2) (mg･m-2) (mg･m-2)
3 66 44 20 350 11 4024
5 63 41 22 450 7.4 5310
10 7.7 10 4.5 116 5.4 1290
19 3.8 4.2 2.0 48 1.7 478
37 2.2 4.4 3.8 84 2.4 421
57 0.93 2.8 3.0 33 0.56 388
104 1.1 4.7 3.7 62 1.4 381




BOD COD SS T-N T-P
中都市 (a) 191 34 735 4.5 1.6
大都市 (a) 166 102 562 14.1 1.3
北九州市 (b) 605 378 2,390 33.5 6.5
神戸市 (b) 168 208 1,304 34.2 5.8
山形市 (b) 102 90 904 17.6 3.0
千葉市 (b) 59 55 105 19.1 0.9
神戸市 (c) 167 159 1134 23.1 1.9
神戸市 (c) 41 101 755 11.1 0.9
志賀町 (d) 39 53 151 8.5 1.9
大津市 (d) 24 34 210 6.4 0.7
茅野市 (d) 157 222 435 39.6 3.0
岡谷市 (d) 87 126 1,410 11.1 2.7
我孫子市 (d) 36 45 183 11.6 0.9
牛久市 (d) 28 43 314 5.0 0.6
つくば市 (d) 53 71 463 7.8 0.8
東京千代田区屋根 (e)
東京千代田区道路 (e) 102.6 25.0 0.89
東京千代田区道路 (e)
大阪市高速道路 (f) TOC; 321.6 314.2 46.6 1.00
大阪市都市道路 (g) 153 321
（kg･ha-1･year-1）
汚濁負荷原単位
























出典：流域別下水道整備総合計画調査指針と解説 23)，平成 8 年版に筆者が加筆  
 
 




へ流入するため，雨天時の排水に加算される 24)。  
 降水中の負荷は，1970 年代から酸性雨の問題によりモニタリング調査が実施されて
いることから，湿性降下物中の窒素のデータは多い。環境省の全国 46 地点で観測を実
施した第 3 次酸性雨対策調査  (1993 年～1997 年) 結果では，湿性降下物の NH4-N の平











の平均濃度は 0.29 mg･l-1，NO3-N の平均濃度は 0.33 mg･l-1 であり，NH4-N と NO3-N
を合わせた平均値は 0.60 mg･l-1 となり，降水による窒素負荷が大きい 21)。  
これらの窒素酸化物は，主に工場等の固定発生源と自動車等の移動発生源から発生
している。環境省の大気汚染状況  (2005 年度）25)の報告では，環境基準達成率は自動
車排出ガス測定局では 91.3％であり，2004 年度よりやや改善傾向（89.2%）である。






窒素濃度が 1.0 mg･l-1 以上の高い値を示し，地方の山頂では 0.2 mg･l-1 未満の低い値で
あったことを明らかにしている。また，東京から茨城県までの調査でも無機態窒素濃
度は都心 1.8 mg･l-1 に対し，茨城県で 0.4 mg･l-1 と濃度の低下がみられた。また，梅本
ら 28)が実施した調査では，兵庫県山中で測定した全大気降下物の T-N 濃度の平均値は
0.49 mg･l-1 で，神戸市では 1.1 mg･l-1 と約 2 倍高い値を示した。また，湿性降下物の
T-N 濃度は神戸市で 0.54 mg･l-1，山中で 0.28 mg･l-1 であった。井上 29)はこれらの観測
結果から，乾性降下物中の窒素は NH4-N や NO3-N の無機イオン以外である有機態窒
素成分の比率が高いことを指摘している。  
一方，大気から負荷される T-P 濃度は，梅本ら 27)は 0.007～0.008 mg･l-1，國松ら 30)
は 0.03～0.101 mg･l-1，田淵ら 31)は 0.20～0.12 mg･l-1 と報告しており，およそ 0.01～0.10 
mg･l-1 の範囲にあると考えられる。  
酒井ら 16)が東京都千代田区の日大構内屋上にて 6 回調査した降雨の平均濃度の結果
は，COD 4.0mg･l-1，T-N 1.5mg･l-1，T-P 0.03mg･l-1 であった。和田らによる分流式下水
道排水区での降雨水質調査結果 32)では，BOD 1～12 mg･l-1，COD 1～14 mg･l-1，SS 1
～40 mg･l-1，T-P 0.01～0.3 mg･l-1 の範囲であった。  
Table 2-8 には，これら既往知見の調査から求めた降雨（全大気降下物）による汚濁
負荷量結果を整理した。全大気降下物による汚濁負荷量は，T-N (n=29) 平均 11.4 kg･
ha-1･year-1 （4.5～31 kg･ha-1･year-1），T-P (n=27) 平均 0.500 kg･ha-1･year-1（0.090～2.62 
kg･ha-1･year-1）となり，COD は測定数が少ないが  (n=3) ，平均 51 kg･ha-1･year-1 (33












長野県原村 (a) 13.32 0.511
滋賀県琵琶湖 (b) 12.45 0.391
滋賀県琵琶湖･南湖 (b) 13.65 0.453
滋賀県琵琶湖･北湖 (b) 11.72 0.54
瀬戸内海全域 (b) 10.80-13.69 0.270-0.332
茨城県霞ヶ浦 (b) 5.69 0.475
長崎県諫早湾 (b) 6.31 0.631
山口県西瀬戸 (b) 12.44 0.402
岩手県沼宮 (c) 32.56 8.54 0.185
秋田県大潟村干拓地 (d) 7.649 0.650
石川県金沢市ほ場整備 (e) 86.38 11.67 0.693
埼玉県加須市南大桑土地改良 (f) 19.26 2.618
滋賀県草津市 (g) 13.6 0.45
滋賀県大津市 (g) 6.74 0.548
茨城県阿見町 (g) 10.4 0.17
茨城県筑波 (g) (10.1) 0.36
神奈川県平塚市 (h) (30.61) 0.65
山口県徳山市 (h) (15.14) 0.61
滋賀県大津南 (h) (8.57) 0.22
滋賀県新旭町 (h) (5.58)
愛知県東郷町 (h) (4.45) 0.47
京都府京都市上賀茂 (i) 6.11 0.73
滋賀県大石川 (i) 6.73 0.44
滋賀県草津市 (i) 15.7 0.52
茨城県阿見町 (i) 12.8 0.09
滋賀県草津市 (j) 18.4
岩手県北上川 (k) 32.74 7.83 0.132
兵庫県神戸市 (l) 15 0.11
兵庫県生野 (l) 9.2 0.16
(    )はNH４＋NO２＋NO３-N
（kg･ha-1･year-1）
汚濁負荷量原単位


























































































































一方，路面排水の汚濁負荷量に直接影響を及ぼす要因には Table 2-9 に示すような項














さと関連するため排ガス由来を指摘した。松山ら 38)は路面排水の 15 分間累積負荷量
と外部影響因子との相関関係から，路面排水の総負荷量は，先行晴天日数や通過車台
数に影響される路面堆積量とは異なり，初期降雨強度の影響が大きいことを報告して
いる。三浦 11)は，道路排水として流出した B(a)P は粒子状物質に吸着しており，道路
排水が流入する河川の底泥には，一般河川より B(a)P の含有量が多いことを明らかに
した。しかし，一方で渡辺ら 39)の合流式下水道の雨天時越流水の水質調査では，COD






1. 先行降雨からの経過日数 1. 雨水流出強度 1. 土地利用
2. 路面清掃 2. 累積雨水流出量 2. 面積
3. 総雨水流出量 3. 降雨開始からの経過時間 3. 不浸透面積率
4. 降雨継続時間 4. 降雨強度 4. 流路長
5. 総降水量 5. 累積降雨量 5. 道路面積率
6. 平均降雨強度 6. 単位当たり道路延長













2.5 汚濁負荷量の算定方法  





本とし面積に対して一応に原単位法による算出を行う。Table 2-10 に琵琶湖の第 4 次
湖沼水質保全計画の自然系（土地利用等）の原単位をとりまとめた。これら湖沼水質







した平均濃度結果をもとに，琵琶湖に近い 6 地点の過去 11 年間の平均的雨量に対する
値を乗じて求め，地下水は，琵琶湖集水域の地下水測定結果の文献値濃度を原単位と
した 43)。一方，宅地・道路については，土木研究所が実施した調査結果をもとに，文
献値から設定している 44)。  
 












水田 (g･ha-1･day-1) 118.0 39.2 2.68
畑 (g･ha-1･day-1) 62.0 261.0 0.54
宅地･道路 (g･ha-1･day-1) 144.0 38.6 2.00
ゴルフ場 (g･ha-1･day-1) 62.0 261.0 0.54
山林･その他 (g･ha-1･day-1) 47.0 18.5 0.35
湖面降水 (g･ha-1･day-1) 80.2 28.5 0.81
地下水 (mg･l -1) 0.22 1.47 0.11
第2章 都市ノンポイント汚染に関する基礎的情報 
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*DID：日本の国勢調査における人口集中地区（Densely Inhabited District）   
 
 












RRL 法がある。このうち，英国で開発された RRL 法をもとに有効降雨や貯留と流出
雨水量との関係を表す S-Q 曲線を日本の実情に合ように改良した修正 RRL 法がよく使














2.7 汚濁負荷量の削減手法  







































































従来の排水枡を 2 重構造とし、    縁石沿いに連続する 2 重の排     縁石下にスリット板を設け、  
処理槽に導入            水溝を設け、処理槽に導入      処理槽に導入  
 
 
Fig. 2-4 初期排水を分水する構造案  
第2章 都市ノンポイント汚染に関する基礎的情報 
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2.7.2 海外事例  
 都市ノンポイント汚染の対策が進んでいる米国では，水質特性の知見から SS に対
する対策が有効と考え，TSS の除去を目標にした計画を策定し実行している（Table 
2-11）68)。これによると，多くの州が少なくとも TSS の 80%削減を目標とし，流出水
のうち初期排水の処理を施すことを基準としている。また，実際の流出水の効果的な
管理方法は，ろ過，植生，滞留保持，浸透などの手法を活用した遊水池や，ため池，
湿地，浸透，開放水路などの施設がある。Fig. 2-5 の Multi-chambered treatment train は
Pitt 69) の報告による砂ろ過施設である。初期フラッシュ排水を取り込み，最初の槽で
粗めの濁質を除去し，第 2 槽で吸着剤を用いて微粒子や揮発性化合物等を除去，第 3
槽で残りの汚濁物質を砂ろ過する仕組みである。この施設は，非常に高い除去率を得
ることができるが，多くの場所に設置するにはコストがかかることが問題である。ま
た，Maryland Department of the Environment (MDE) 60)の報告では，恒久的な長期貯留と





Table 2-11 TSS 基準達成のための地区，州プログラム 68) 
Community/State Standard Criteria 
Olympia, WA 
80 percent removal of suspended 
solid. 
Treat runoff volume of six-month, 
24 hr storm. 
Orlando, FL 
Reduce average annual TSS loading 
by 80 percent. 
Treat first half-inch of runoff or 
the runoff from the first inch of 
rainfall, whichever is greater. 
Winter Park, FL 
Reduce average annual TSS loading 
by 80 percent. 
Treat the first inch of runoff by 
retention. 
Baltimore Co., MD 
Remove at least 80 percent of the 
average annual TSS loading. 
Treat the first half-inch of runoff 
from the site’s impervious area. 
South Florida Water 
Management District 
Remove at least 80 percent of the 
average annual TSS loading. 
Treatment volume varies from 1.0 
to 2.5 inches times’ percent 
impervious area. 
Delaware 
Remove at least 80 percent of the 
annual TSS loading. 
Treat the first inch of runoff by 
approved management practices. 
Florida 
Remove at least 80 percent of the 
average annual TSS loading. 
Treatment volume varies from 0.5 
to 1.5 inches depending on the 
practice. 
New Jersey 80 percent reduction in TSS. 
Treatment runoff volume of a 
storm of >1.25 inches in two hours 
or the one-yr, 24-hr storm. 
South Carolina 
Remove at least 80 percent of the 
average annual TSS loading. 
Treatment volume varies from 0.5 












































 Caraco と Winter は，雨天時流出水の負荷削減のための BMPs（Best Management 
Practices）データベースから各手法を評価した。データは 1990 年から 2005 年までに
実施した排水処理施設のモニタリング調査に，1977 年から 1989 年の 60 調査例を加え
たものである。Table 2-12 にその概要を示す。各管理手法による TSS の削減効果は極
めて高く，目標基準をほぼ達成できる技術といえる。しかしながら，他の水質項目は






Table 2-12 流出水制御のための管理手法の評価 71) 
平均汚染除去率   (％) Runoff Treatment or 
Control Practice 
Category or Type 
No. of 
studies TSS TP OP TN NOx Cu Zｎ  
Dry Ponds 9 47 19 N/A 25 3.5 26 26 
Wet Ponds 43 80 51 65 33 43 57 66 
Wetlands 36 76 49 48 30 67 40 44 
Filtering Practice* 18 86 59 57 38 -14 49 88 
Open Channel Practices 9 81 34 1.0 84 31 51 71 
 
Shaded rows show data for groups of practices (i.e., dry pond include quality control ponds and dry extended 
detention ponds). 
Numbers in italics are based on fewer than five data points. 
 * Excludes vertical sand filters 
TSS=total suspended solids, TP=total phosphorus, OP=ortho-phosphorus, TN=total nitrogen, NOx=nitrate and 
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以下，第 2 節で調査，実験の目的方法等について，第 3 節で土壌浸透処理装置の概
要を，第 4 節で調査および実験実施対象道路および条件等について述べることとする。 
 
 
3.2 雨天時路面排水調査および土壌浸透処理実験の目的と方法  
本研究は，雨天時路面排水調査，土壌浸透処理実験および道路塵埃調査について実
施した。雨天時路面排水調査は，1999 年から 2005 年までの間に琵琶湖流域の国道お
よび県道の 4 ヶ所（Run 1～Run 4）で負荷量の実測調査を行った。土壌浸透処理実験
は，2001 年から 2005 年までの間に県道 2 ヶ所（Run 3, Run 4）では初期フラッシュ排
水を対象にした土壌浸透処理削減効果の把握を，また，駐車場 1 ヶ所（Run 5）では透
水性舗装による路面排水の水質浄化効果把握の実験を行った。道路塵埃調査は，2003
年から 2006 年までの間に国道 7 ヶ所の道路清掃より収集された 9 試料を入手し調査に
用いた。調査・実験の概要を Table 3-1 に示す。  
降水量の計測は，Run 1～Run 5 で実施した。Run 1 は東北東約 3.0 km，Run 2 は北 200 
m，Run 3 および Run 5 は調査場所の雨量計  (10 分毎)により測定した。ただし，Run 2-1
および Run 4 は大津気象台観測データ  (1 時間毎)1) を用い，Run 3-2 および Run 3-3 は
調査時に欠測が生じたため，調査現場より 600 m 離れた町役場屋上の雨量計データを















































































































CN, Hg, Se, Pb, As, B, F,
n-Hex
溶出試験：Cd, Cr(Ⅵ),
CN, Hg, Se, Pb, As, B, F,










































LineC：COD, N, P, SS
LineA-2,LineD, LineE：
COD, TOC, N, NO2-



















































































































試料採取方法は，Run 1 は流量計測にて採水したポリタンク容器（10～130 l）のう
ち，前後を目視で観察し濃度変化を代表する試料を抽出し SS 濃度および濁度を測定
した。さらに，その中から抽出した試料で他の水質項目も分析した。Run 2 は路面排
水を流出開始から一定時間ごと(直後 , 15 分後 , 30 分後･･･) に採水し，一降雨について
6～9 検体を採取した。Run 3 は，一降雨について累加流出高約 2 mm に相当するまで
経時的に複数回採水し流量比で混合した初期フラッシュ排水と，その後の排水を経時
的に複数回採水し流量比で混合したフラッシュ後の排水，土壌浸透処理装置に流入し
ない排水および土壌浸透処理水の 4 検体を採取した。Run 4 は路面排水の累加流出高 2 
mm までの初期フラッシュ排水およびその土壌浸透処理水を採取した。Run 5 は，透水
性舗装下の路床である土壌層上端とその 50 cm 下の位置で土壌浸透前水と土壌浸透後
水を採取した。  
水質・土壌の分析方法を Table 3-2, Table 3-3 に示す。路面排水調査および土壌浸透
処理実験の水質分析は，湖沼水質保全対策の総量規制項目となっている COD，窒素，







TOC ではろ液  (DOC) とろ過残留物  (POC，CHN コーダー測定) を測定した。したが










ととした。含有水の調製は，検液の重量%を降水量 5 mm，道路幅 7 m，収集路面清
掃量 0.13 m3/km（実績値）と仮定した。路面堆積物（湿試料）5 g に対して 1000 ml





Table 3-2 水質の分析方法 4～9) 
項 目  測定方法  項目  測定方法  
COD JIS K0102-17 P-TP 計算法
D-COD JIS K0102-17  SS 環境庁告示第 59 号付表 8 
P-COD 計算法   濁度  JIS K0101-9.4 
TOC 計算法  * n-Hex 環境庁告示第 64 号付表 4 
DOC JIS K0102-22.1 * Cu JIS K0102-52.4 
POC CHN コーダー法  * Zn JIS K0102-53.3 
T-N JIS K0102-45.5 * Cr JIS K0102-65.1.4 
D-TN JIS K0102-45.5 * Pb JIS K0102-54.3 
P-TN 計算法  * As JIS K0102-61.3 
NH4-N JIS K0102-42.1&2 * 溶解性鉄  JIS K0102-57.4 
NO2-N JIS K0102-43.1.1 * 大腸菌群数  環境庁告示第 59 号別表 2 
NO3-N JIS K0102-43.2.3 * 単位体積重量  JIS A 1225 
T-P JIS K0102-46.3 * 含水率  底質調査方法  Ⅱ .3 
D-TP JIS K0102-46.3    












Table 3-3 土壌の分析方法 4,5,9～14) 
 項 目  測定方法   項目  測定方法  
カドミウム  JIS K0102-55 鉛 JIS K0102-54 
六価クロム  JIS K0102-65.2 砒素  JIS K0102-61 
シアン  JIS K0102-38 ホウ素  JIS K0102-47.1 








験   
カドミウム  JIS K0102-55 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ JIS K0125-5.2 
六価クロム  JIS K0102-65.2 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ JIS K0125-5.2 
シアン  JIS K0102-38 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ JIS K0125-5.2 
水銀  環境庁告示第 59 号付表 1 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ JIS K0125-5.2 
セレン  JIS K0102-67.2 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ JIS K0125-5.2 
鉛  JIS K0102-54 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ JIS K0125-5.2 
砒素  JIS K0102-61 ベンゼン  JIS K0125-5.2 
ホウ素  JIS K0102-47.3 シマジン  環境庁告示第 59 号付表 5 
フッ素  JIS K0102-34.1 チオベンカルブ  環境庁告示第 59 号付表 5 
四塩化炭素  JIS K0125-5.2 チウラム  環境庁告示第 59 号付表 4 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ JIS K0125-5.2 PCB 環境庁告示第 59 号付表 3 












注 ) 含有試験の検液作成方法、試料重量の測定法法は環境省告示第 19 号（平成 15 年 3 月 6 日付）による。  




3.3 実験施設の概要  









槽内での滞留時間を 24 時間として処理流量 0.4 l･min-1 に調整した（処理対象流量；集
水面積 285 m2×約 2 mm，約 600 l の初期フラッシュ排水を 24 時間で処理）。処理槽に
充填した土壌は，安価で比較的水質浄化性能が良いマサ土 21) (滋賀県信楽産山砂)を使
用した。なお，本装置の処理槽に流入した排水量 Qin および処理槽に流入した水質濃
























































初期フラッシュ排水  (C1, Q1) 
およびフラッシュ後の排水  (C2, Q2) 














た。処理速度は，Run 3 と同様に滞留時間を 24 時間として処理流量を 0.1 l･min-1 に調
整した（処理対象流量；集水面積 72 m2×約 2 mm，約 140 l の初期フラッシュ排水を
24 時間で処理）。なお，本装置の分水性能は別途行った実験結果 23)から，降雨強度 20 
mm･hour-1，総降雨量約 25 mm の降雨条件下でも初期フラッシュ排水とフラッシュ後


















Fig. 3-4 Run 4 における路面排水処理装置の概略図および設置状況  
 
 
3.3.2 透水性舗装の浸透処理施設  
Run 5 は，透水性舗装下に Fig. 3-5 に示すような PC マンホールを埋設し，マンホー
ル周囲の G.L.-0.3 m [路盤下]および G.L.-0.8 m [路盤 0.3 m + 土壌下 0.5 m]の深度に耐
食性の SUS 鋼板（0.5 m×0.5 m および 1 m×1 m）が垂直方向に重ならないように設置
した。雨水排水は SUS 鋼板を通じて PC マンホール内で採取できるようになっている。



















Fig. 3-5 Run 5 における実験施設の採水箇所断面図  
 
 
3.4 試料採取地点の概要  
調査・実験は，Run 1は，2004年～2005年の2降雨，Run 2は1999年～2000年の6降雨，
Run 3は2001年の4降雨，Run 4は2002年～2005年の9降雨，Run 5は2003年～2005年の14
降雨を対象に実施した。また，道路塵埃調査は2003年～2006年に道路清掃より収集さ
れた9試料（Line A～Line G，Line AおよびLine Bは2回実施）の塵埃（路面堆積物）を
入手した。実施地点をFig. 3-6に，対象道路のプロフィール24)および試料採取時の降雨
条件1)をTable 3-4，Table 3-5，写真をFig. 3-7 に示す。  
雨天時路面排水調査および土壌浸透処理実験は，滋賀県内の国道  (国道 8 号：St. 1) 
および県道  (県道近江八幡大津線：St. 2，県道大津能登川長浜線：St. 3，主要地方道
栗東志那中線：St. 4) および，駐車場  (国道 8 号の道の駅竜王鏡の里：St. 5) で実施し
た。対象道路は，平日自動車類 12 時間交通量が 10,000 台を超える滋賀県内では交通
量の多い片側一車線の主要路線 24)である。とくに滋賀県のなかでも都市化の進展が著
しい湖南地域に位置している。St. 2 は湖岸堤管理用道路，St. 3 は JR を跨ぐ高架橋道
路である。St. 4 は処理装置を道路側溝マスに設置する場所の制約上から他の地点より
交通量は少ない。先行晴天日数は 0.5 日～23.3 日，降水量は 2.5～51.5 mm の範囲であ
った。なお，先行晴天日数は降水量 1 mm 未満の降雨は無降雨とした。降水量は 0.5 mm･
10 min-1 以上を観測している。道路塵埃調査は，国道での道路清掃を対象とした。滋
賀県内の国道は，維持管理上，交通量の多いところで 5 回 /年，一般で 1～3 回 /年程度
の道路清掃を実施しており，Line A，Line F，Line G は 4～5 回 /年，Line B～Line E は
2 回 /年である（2005 年度実績）。１回の清掃距離は，清掃区間によって異なるがおよ
そ 20～30 km の範囲である。これら国道は都市幹線道路で交通量が多く，朝夕の通勤
























































Line A Line F
●
● 調査･実験地点
St. 1 (Run 1-1, Run 1-2)
St. 2 (Run 2-1~Run 2-6)
St. 3 (Run 3-1~Run 3-4)
St. 4 (Run 4-1~Run 4-9)
St. 5 (Run 5-1~Run 5-14)
雨天時路面排水調査 St. 1~St. 4










































注 ) 先行晴天日数は降水量 1mm 未満を含まない。降水量 0.5mm 未満は測定していない。  
  自動車交通量および大型車混入率は 1999 年道路交通センサスの平日自動車類 12 時間交通量 (a.m.7:00-p.m.7:00)
1 2004/10/05 15,648 75 1.4 29.0
2 2005/10/07 (26.8%) (道路部40, 歩道部35) 1.5 5.5
1 1999/01/24 4.6 5.0
2 1999/07/18 14.4 12.0
3 1999/09/15 12,350 750 4.0 5.0
4 2000/08/31 (16.3%) （道路部600, 歩道部150) 23.2 2.5
5 2000/09/15 2.9 20.5
6 2000/09/24 6.4 51.5
1 2001/09/30 2.1 10.5
2 2001/10/16 13,002 285 3.2 5.0
3 2001/11/03 (8.0%) (道路部243, 歩道部42) 5.6 13.0
4 2001/11/29 17.5 8.5
1 2002/12/16 7.8 16.0
2 2003/08/26 6.1 18.0
3 2003/10/13 17.4 19.0
4 2003/11/20 7,377 8.0 8.0
5 2004/02/03 (11.4%) 8.9 7.0
6 2004/08/22 2.7 39.0
7 2004/10/19 9.6 169.0
8 2004/12/04 5.3 60.0
9 2005/01/15 8.8 12.0
1 2003/11/20 0.5 11.0
2 2004/02/03 13.9 9.0
3 2004/02/22 20.3 26.5
4 2004/02/29 6.1 17.5
5 2004/04/14 6.1 9.5
6 2004/04/19 5.0 36.0
7 2004/05/04 6.7 40.0
8 2004/08/30 5.7 32.0
9 2004/10/05 5.2 29.0
10 2005/01/15 7.2 10.0
11 2005/07/14 1.3 36.5
12 2005/07/26 7.4 8.5
13 2005/10/07 2.8 20.5










集水面積 (m2)自動車交通量(台)(大型車混入率％) 先行晴天日数 (日) 降水量 (mm)
1 2003/02/18 1.4 －
2 2004/11/16 0.6 4.88
1 2003/02/20 3.4 －
2 2006/02/21 0.3 11.9
C 1 2003/02/19 13,958  (19.6%) 19.6 2.4 －
D 1 2004/12/13 12,832  (22.9%) 29.8 6.0 4.88
E 1 2004/12/20 5,483   (11.5%) 25.2 3.3 4.54
F 1 2005/12/12 13,090  (32.7%) 24.1 5.5 2.92























































Fig. 3-7 調査および実験の地点状況等  
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第４章  雨天時路面排水の調査結果および負荷流出機構の解析 
  



















4.2 雨天時路面排水調査結果の解析  
4.2.1 雨天時路面排水の流出特性  
Run 1，Run 2 および Run 3 の 12 降雨の降水量および路面排水流量データから降水
量と路面排水量の関係を検討した。各調査の総降水量は，2.5～51.5 mm の範囲にあり，
5 mm 以下は 4 回，5～10 mm 以下は 2 回，10～20 mm は 3 回および 20 mm 以上は 3
回観測された。ノンポイント調査はあらかじめ多様な降雨特性を捉えることは不可能
であるが，本調査は偏りなく幅広い範囲の降雨量データが得られたと思われる。Fig. 
4-1，Fig. 4-2 は，各 Run におけるハイドログラフおよびハイエトグラフである。12 降
雨における最大降雨強度は 1.0～6.5 mm･10min-1 で，降水量が多いと降雨強度も大きく
なる傾向がみられた。また，一降雨の路面排水量はいずれの調査も降水量より小さく，
路面排出は降水が観測後 10～25 分程度遅れて流出し始めることが示された。  


































































































































































































































: Flow rate : Rainfall intensity
Run 1-1                                 Run 1-2 











Run 2-1                                  Run 2-2 











Run 2-3                                  Run 2-4 









Fig. 4-1  調査におけるハイドログラフおよびハイエトグラフ（Run1-1～Run2-4）  
 
 




















   













































































































































































































: Flow rate : Rainfall intensity
Run 2-5                                 Run 2-6 











Run 3-1                                  Run 3-2 











Run 3-3                                  Run 3-4 









Fig. 4-2 調査におけるハイドログラフおよびハイエトグラフ（Run2-5～Run3-4）  
 
 
第 4章 雨天時路面排水の調査結果および負荷流出機構の解析 
 54
路面排水の損失・遅滞は，地表に到達した降水の一部が蒸発散，窪地貯留，植物等
による遮断等の損失  (hydrologic abstraction) が原因であり，その量的関係を本調査結
果から検討した。Fig. 4-3 に示すように，総流出量 y は総降水量 x と線形関係があり，
“y = mx - b”式で回帰できた。流出率にあたる傾き m は，0.832～0.956 (-)，絶対損失


















Fig. 4-3 降水量と路面流出量の関係  
 
 






Fig. 4-4 に Run 1 の路面排水の濁度，SS の経時変化を示した。濁度は Run 1-1，Run 1-2
とも流出直後に高い値から，その後速やかに低下するパターンとなった。SS も多くは
濁度と類似の傾向を示すが，Run 1-1 で 30 分後に初期濃度を超える急上昇区間がある
などの点でパターンが異なった。濁度における高濃度から単調的な減少パターンは，
比重の軽い粒子成分が降雨の継続とともに堆積量が減少し，結果としてその流出濃度
が減少することを反映している。一方 SS では，Run 1-1 のように降雨開始後しばらく
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Run1   y  = 0.840x  - 0622
　　 　　　(R 2= 1.000)
Run2   y  = 0.956x  - 1.440
　  　　　　(R 2= 0.999)
Run3   y  = 0.832x  - 0.395
　　 　　　(R 2= 0.898)
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: Flow rate ◆ : SS : Turbidity : Rainfall intensity
に残存する粗粒子や比重の大きな堆積物が，2 mm･10min-1 の強い降雨強度で掃流され，
さらにそれらが流出した後でも，50～70 分後に示す 3～3.5 mm･10min-1 の降雨強度に
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近の降下ばいじん量 (平成 16 年度，甲賀市甲賀地域振興局 )8)の月平均 1.3 t･km-2･
month-1 を用いて，無降雨となった 5:00～7:00 および弱い降雨強度のため路面に保持
されると推定される 3:30～5:00 の合計 3 時間 30 分の降下ばいじん量を推定すると，
6.1 mg･m-2 となる。一方，ピーク直前までの 3:30～6:40 の SS 濃度をベースラインと
仮定すると，流出量との関係から負荷量は 1.2 mg･m-2 で推移し，これを差し引いた





4.2.3 粒子態と溶存態成分の水質特性および流出挙動  
路面排水中の粒子態成分について，Run 1～Run 3 (n=11; 極端に路面排水量が少なか
った Run 2-4 を除く) の水質測定値と流量から求めた一降雨あたりの総負荷量ベース












た。Fig. 4-5 に示すように，各々の回帰式の傾きから粒子態成分の存在割合は，COD; 
62%，TOC; 70%，T-N; 26%，T-P; 96%であった。リンは排水中のほとんどが粒子態で
あり，SS と同じ挙動を示すことを示唆している。COD および TOC は路面排水中の 60




COD 1.78mg･l-1，T-N 0.632mg･l-1，T-P 0.018mg･l-1 である。x 切片の濃度は，COD，T-N，
T-P でそれぞれ 2.99，0.164，0.010 mg･l-1 であり，これらの値と比較すると COD，T-P
で類似した値となっていた。T-N は湖面降水の方が高く，降水中の負荷が無視できな
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いことを示唆している。これは，酸性雨調査において，滋賀県下 5 地点の 14 年間の
NO3-イオン成分加重平均濃度が，1991～1993 年度に実施した全国的な調査結果と比較































ることから，Run 2 および Run 3 の調査で溶存態窒素  (DIN) を形態別に分析した結果
を基に詳細に検討する。Run 2 の流出直後における DIN 濃度は，アンモニア態窒素 
(NH4-N) が 55～98％を占め一番高い値を示していた。D-TN に占める NH4-N の割合は
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) y = 0.264 (x -0.164)
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y = 0.962 (x -0.010)
R 2= 0.975   n =11
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中の有機態窒素の分解によって NH4-N が生じた可能性が考えられた。一方，Run 3 に






供給は，場所による違いはあるものの都市部で T-N は 1 mg･l-1 程度である。NH4-N は，
第 3 次酸性雨対策調査結果  (1993～1997 年) では，全降下物で平均 0.29 mg･l-1 (最大
0.45 mg･l-1，最小 0.12 mg･l-1) や，降雨水調査データでは平均 0.45 mg･l-1 (最大 2.18 mg･
l-1，最小 0.10 mg･l-1) の値が報告されている 11～14)。これらの値と比較すると Run 3 の
路面排水中の NH4-N 濃度は平均 2.2 mg･l-1 (最大 3.3 mg･l-1，最小 1.6 mg･l-1) と大きい。
東京都が調査した高速道路からの雨水排水中の NH4-N は平均値 2.2 mg･l-1 であり 15)，
同様の値である。また，高速道路の雨水排水が住宅地や工場屋根に比べ 5 倍から 10
倍高い値であったことからも，降水からの供給以外に道路からの影響が路面排水に加
算されることを示唆している。最近の研究で排気対策装置である三元触媒を装着した
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◇Run1-1    ◆ Run1-2    △Run2-1    ▲ Run2-2    ○Run2-3    ● Run2-4    □Run2-5    ■ Run2-6
4.3 雨天時路面排水における初期フラッシュ排水量の推定  
4.3.1 初期フラッシュ排水量の定義  
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琶湖南湖・瀬田川流入河川の平均水質濃度(2001)である T-N 1.28 mg･l-1，T-P 0.090 mg･
l-1 を用いた 8)。ただし，COD は河川水濃度まで低減しないことから公共用水域への負
荷を軽減するための実用的かつ有効なレベルとして，琵琶湖南湖へ放流する下水処理
場の排水目標値 10 mg･l-1 を指標と仮定し累加流出高を求めた。その結果 COD 4.8 mm，
















Fig. 4-7 初期フラッシュ排水量推定の考え方  
 
 
4.3.2 初期フラッシュ排水量の定義に基づく検証  
4.3.1 の解析より，初期フラッシュ排水部分は 2～5 mm までの範囲と推定できた。
次に，Run 3 および Run 4 の調査で測定した初期フラッシュ排水（累加流出高およそ 2 
mm）と初期フラッシュ後の排水の水質濃度の結果から，その排水量の妥当性を評価
した。Fig. 4-8 は Run 3 における各水質項目の形態別に比較した図である。Run 3 の初
期フラッシュ排水の平均水質濃度は，COD，TOC，T-N，T-P でそれぞれ  42 mg･l-1，
45 mg･l-1，7.8 mg･l-1，0.26 mg･l-1 であった。また，初期フラッシュ後の排水は，16 mg･




T-P は粒子態の濃度が常に高い値を示した。一方，Run 4 の初期フラッシュ排水（累加
流出高 2 mm）の平均水質濃度は，COD 33 mg･l-1，TOC 25 mg･l-1，T-N 3.6 mg･l-1，T-P 
0.20 mg･l-1 となり，Run 3 の調査結果と比較してほぼ同様な値を示した。Run 3 および
Run 4 の 13 降雨の調査結果をまとめると，初期フラッシュ排水（累加流出高およそ 2 





























































　　Run3-1 　 Run3-2     Run3-3　　Run3-4
T-N T-P
mm）の平均水質濃度として，COD，TOC，T-N，T-P それぞれ 34 mg･l-1，28 mg･l-1，





























をみながら 5～30 分の採水間隔で採水した。その時の調査時間内の降水量は 2.0～12.5 
























































　　Run3-1 　 Run3-2     Run3-3　　Run3-4 　　Run3-1 　 Run3-2     Run3-3　　Run3-4
First flush
Post-first flush
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Table 4-1 初期フラッシュ排水濃度結果と他の道路調査結果との比較  
(mg･l-1)     
 COD T-N T-P 
本調査結果（n=13） 33.8 ( 7.2～70.0) 4.6 (0.9～9.6) 0.20 (0.06～0.43) 
道路 A*   （n=7） 32.2 (10.5～53.8) 5.8 (3.1～8.9) 0.27 (0.05～0.60) 






4.4 初期フラッシュ排水汚濁負荷量に係る影響因子の考察  





以上堆積負荷量は増加しないことも報告されている 22)。そこで，Run 1～Run 4 につい
て，初期フラッシュ排水汚濁負荷量と先行晴天日数との関係を検討した。単位面積あ
たりの各 Run の負荷量は水質濃度測定結果を基に，Run 1，Run 2 および Run 4 は累加
流出高 2.0 mm までを，Run 3 は実測値(2.2～2.3 mm)を用いてそれぞれ算出した。Fig. 
4-9 は負荷量と先行晴天日数との関係を図示したものである。これらの決定係数 R2 は
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Fig. 4-9 初期フラッシュ排水汚濁負荷量と先行晴天日数の関係  
■：Particle (Run 1)   □：Dissolved (Run 1)   ◆：Particle (Run 2)   ◇：Dissolved (Run 2) 
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4.4.2 交通量  
交通量と汚濁負荷量の関係は多くの研究報告があり，とくに重金属類ではその関係
が明確である（例えば Bannerman 24））。また，Shinya ら 25)は，累積負荷量と先行晴天
日数および晴天時自動車通過台数との間に T-N で比較的強い相関を認め，T-N の負荷
量は主に自動車から排出され流出するためと報告している。このように初期フラッシ
ュ排水の汚濁負荷源には自動車由来があり，交通量が多い道路では汚濁負荷量も多く




























Fig. 4-10  初期フラッシュ排水汚濁負荷量と交通量の関係（粒子態成分）  



































































































































Fig. 4-11 初期フラッシュ排水汚濁負荷量と交通量の関係（溶存態成分）  




れるが，粒子態成分でその傾向が大きかった。とくに 9 降雨を調査した Run 4 では降















































































































物の流出速度が一次反応，dL/dq = - kL に従うとして，Run 1 および Run 2 の  Lu：推
定堆積負荷量  (mg･m-2) および  k：負荷流出係数  (1･mm-1) を推定した。Lu は  q=0 の
時の L の値である。累加流出高  q mm の時の L 値 L(q)は式(4.2)で表されトーマスの傾
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推定堆積負荷量(Lu 値)は，降水量と先行晴天日数のほぼ等しい Run 2-1 と Run 2-3
で同様な値を示した。降水量がほぼ同じであるが先行晴天日数が長い Run 2-4 は Run 
2-1，Run 2-3 と比較すると COD，TOC の溶存態成分およびリンの粒子態成分で 5 倍以
上の高い値を示した。これは先行晴天期間が長ければ長いほど，路面堆積物の堆積量
は増加し，また，排ガス等に曝露される機会も多くなることによる。しかし，先行晴




流出の堆積初期条件となることから 27, 28) Lu 値に影響を及ぼしたと推察される。  
Run P-COD D-COD POC DOC P-TN D-TN P-TP D-TP
1-1 91 79 75 71 1.6 5.9 0.68 0.09
1-2 63 38 16 26 2.4 4.9 0.46 0.03
2-1 32 21 40 16 1.2 5.5 0.28 0.00
2-2 45 79 42 78 1.2 15.2 0.56 0.22
2-3 33 16 31 22 1.2 2.3 0.49 0.05
2-4 32 118 32 123 3.2 14.2 2.41 0.25
2-5 72 118 70 106 13.1 13.8 1.81 0.38
2-6 137 267 172 224 13.7 31.4 2.38 0.69
1-1 0.150 0.182 0.011 0.225 0.304 0.309 0.159 0.079
1-2 0.646 0.732 0.839 0.772 0.631 0.596 0.990 0.515
2-1 1.155 1.402 1.018 1.595 2.401 1.137 0.882 -
2-2 0.385 0.580 0.424 0.588 0.877 0.518 0.409 0.390
2-3 0.731 2.071 0.575 1.539 0.640 1.424 0.303 0.594
2-4 0.903 1.223 1.597 1.186 1.382 0.707 1.287 0.919
2-5 0.249 0.226 0.213 0.241 0.185 0.176 0.245 0.167
2-6 0.096 0.142 0.103 0.155 0.160 0.091 0.137 0.087
1-1 0.965 0.877 0.106 0.888 0.933 0.896 0.952 0.917
1-2 0.981 0.958 0.967 0.971 0.985 0.961 0.933 0.952
2-1 0.967 0.926 0.983 0.928 0.985 0.931 0.962 -
2-2 0.815 0.885 0.842 0.867 0.891 0.913 0.837 0.785
2-3 0.893 0.961 0.958 0.948 0.901 0.961 0.920 0.904
2-4 0.898 0.980 0.979 0.985 0.996 0.970 0.999 0.994
2-5 0.929 0.890 0.951 0.900 0.768 0.891 0.963 0.900
















このように路面排水汚濁負荷流出パターンは Fig. 4-12 で示される一次反応として経
時的な変化はほぼ再現できるが，その究極排出量である Lu 値には，先行晴天期間他
各種の影響がある。また，k 値は降水量や降雨強度に影響を受けるため流出特性を明
確に表すことが難しい。そこで降水量に影響を受けない範囲の Lu 値および k 値の推定
を試みた。すなわち，各 Run の初期フラッシュ排水部分  (累加流出高 2.5 mm 以下) の
Lu 値および k 値を算出し，影響因子との関係を考察した。なお，降雨強度は 2.5 mm
までの時間あたりの平均降雨強度を用いた。Table 4-3 は，累加流出高 2.5 mm におけ
るの Lu 値および k 値の推定結果である。Table 4-2 と比較すると，降水量が多い Run 2-5，
Run 2-6 で，Lu 値が低値となり，降水負荷の影響の軽減が確認できる。  
 
 



















Run P-COD D-COD POC DOC P-TN D-TN P-TP D-TP
1-1 115 31 3 31 1.4 3.8 0.38 0.02
1-2 57 30 14 22 2.4 3.9 0.36 0.03
2-1 32 21 40 16 1.2 5.5 0.28 0.00
2-2 21 42 19 41 0.7 8.5 0.25 0.09
2-3 30 14 30 19 1.1 2.0 0.55 0.04
2-4 32 118 32 123 3.2 14.2 2.41 0.25
2-5 35 58 34 55 4.8 6.1 1.15 0.15
2-6 42 62 28 58 4.4 6.2 0.51 0.10
1-1 0.122 0.798 0.294 0.929 0.442 0.777 0.353 0.378
1-2 0.740 1.027 1.030 1.015 0.617 0.824 1.501 0.635
2-1 1.155 1.402 1.018 1.595 2.401 1.137 0.882 -
2-2 1.091 1.527 1.245 1.594 2.249 1.183 1.184 1.298
2-3 0.796 2.640 0.590 1.863 0.720 1.702 0.267 0.741
2-4 0.903 1.223 1.597 1.186 1.382 0.707 1.287 0.919
2-5 0.856 0.764 0.617 0.761 1.010 0.588 0.506 0.593
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これら結果から総流出高および累加流出高 2.5 mm の Lu 値と先行晴天日数，k 値と




みられなかった。しかし，累加流出高 2.5 mm の Lu 値は，各水質項目の溶存態成分で
































Lu 累加流出高 P-COD D-COD POC DOC P-TN D-TN P-TP D-TP
総流出高 0.127 0.040 0.015 0.094 0.020 0.100 0.226 0.036
<2.5mm 0.229 0.619 0.056 0.664 0.001 0.869 0.495 0.599
先行晴天
日数
k 累加流出高 P-COD D-COD POC DOC P-TN D-TN P-TP D-TP
総流出高 0.486 0.406 0.382 0.455 0.253 0.450 0.325 0.247
<2.5mm 0.190 0.535 0.207 0.674 0.280 0.457 0.016 0.334
降雨強度






























◆  総流出高  ○  累加流出高 2.5 mm 
   総流出高の回帰直線    累加流出高 2.5 mm の回帰直線  
R 2 = 0.619
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さらに，Lu 値に影響すると考えられる降水量，先行晴天日数について Run 2-1～Run 
2-6 のデータを基に重回帰分析を行った。その結果を Table 4-6 に示す。決定係数 R2
は，0.7680～0.9970 の範囲であり，各々の重回帰式から Lu の値を説明することができ
る。この重回帰式は分散分析の有意 F 値より，P-COD，D-COD，POC，D-TN は有意
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は，先行晴天日数と降水量の関係にほとんど差はみられなかった。また，これら係数
は検定結果 P 値より，P-TN および P-TP を除く項目で，有意性が確認できた。  



























 第 2 節では雨量，流量観測および水質濃度の調査結果に基づき，各物質の流出時
の形態特性について考察し，以下の成果を得た。  
1) 路面排水量と総降雨量の関係は，密粒舗装などアスファルト表面で生じる蒸発散
等により流出損失が生じ総降水量の 83～96%が路面排水として流出する。  
2) 各水質項目の形態特性の解析より，リンは 96％が，COD，TOC は 60～70％が粒
子態として，また，窒素は 74%が溶存態で流出することを明らかにした。  
3) 路面排水負荷は，降雨前の路面堆積物以外に降雨中の自動車などによって持ち込
まれる外部からの汚濁負荷や先行降雨時の残存汚濁負荷も影響する。特に，道路
Lu (mg･m-2) P-COD D-COD POC DOC P-TN D-TN P-TP D-TP
 R 0.997 0.980 0.990 0.973 0.834 0.993 0.768 0.964
 R ＾2 0.994 0.960 0.980 0.946 0.696 0.986 0.590 0.929
 Standard error 4.10 23.7 10.1 23.1 4.35 1.56 0.82 0.086
 F -value 251 36.3 72.2 26.3 3.43 103 2.16 19.7
 Significant F 0.000 0.008 0.003 0.013 0.168 0.002 0.263 0.019
 y -Intercept 22.0 -23.0 15.8 -17.3 2.00 -0.888 0.041 -0.044
 Rainfall amount 2.23 5.09 2.94 4.15 0.264 0.564 0.038 0.014
 Dry weather period 0.085 4.78 0.145 4.90 -0.071 0.600 0.072 0.010
 Rainfall amount 0.000 0.003 0.001 0.006 0.097 0.001 0.165 0.008
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によって路面排水中の D-TN の大部分が NH4-N という調査結果より，自動車から
の排出の影響が示唆された。  












を堆積汚濁負荷量 Lu と流出係数 k を用いたモデルから考察し，以下の成果を得た。  






9) Lu 値および k 値は，先行降雨条件とその時の降雨条件の双方に影響を受けるが，
その関係は形態別によって異なり，Lu 値では，粒子態成分は降水量が多くなるほ
ど掃流力によって流出するため降雨条件に影響されると考えられた。  
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第５章  土壌浸透処理を用いた路面排水負荷削減技術の開発と評価 
 























に第 3 章の調査および実験の方法に従って取得した水質データを用いて解析した。  
 
 
5.2 初期フラッシュ排水負荷削減のための土壌浸透処理実験  
5.2.1 処理装置を用いた土壌浸透処理実験の水質測定結果  
2 ヶ所の現場実験（Run 3, Run 4）から，初期フラッシュ排水の土壌浸透処理による
除去特性を検討する。Fig. 5-1，Fig. 2 に Run 3 および Run 4 の初期フラッシュ排水と
土壌浸透処理水の水質濃度の結果を示した。処理装置に流入した初期フラッシュ排水
の平均水質濃度は，Run 3 では，COD，TOC，T-N，T-P でそれぞれ 35，36，6.3，0.22 
mg･l-1 であった。各形態ごとでは粒子成分が 19，24，1.9，0.19 mg･l-1，溶存成分が 16，
13，4.5，0.02 mg･l-1 である。4.2.3 にて求めた路面排水の形態特性と比較すると粒子態
成分の占める割合は，COD，TOC，T-P で約 8%低く，T-N で 3%高いが，ほぼ同様な
傾向を示した。Run 4 では，COD，TOC，T-N，T-P でそれぞれ 33，25，3.6，0.20 mg･
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l-1 で，Run 3 と比較すると TOC および T-N で低い水質濃度を示した。各形態ごとは粒
子成分が 21，15，1.2，0.18 mg･l-1，溶存成分が 12，9.1，2.5，0.02 mg･l-1 である。TOC
は粒子成分，T-N は溶存成分が Run 3 より低い濃度を示した。SS 濃度  (Run 4-6～Run 
4-9) は，平均 95 mg･l-1 であるが，15～190 mg･l-1 と各調査における濃度のバラツキが
大きかった。  
土壌浸透処理水の平均水質濃度は，Run 3 で COD，TOC，T-N，T-P それぞれ 9.6，
8.7，3.5，0.03 mg･l-1 である。各形態ごとでは粒子成分が 0.5，1.5，0.34，0.02 mg･l-1，
溶存成分が 9.1，7.1，3.1，0.01 mg･l-1 となり，粒子態成分が低い濃度を示した。Run 4
では，COD，TOC，T-N，T-P それぞれ 8.9，8.7，1.9，0.02 mg･l-1 と Run 3 と同等の濃
度である。各形態ごとでは粒子成分が 1.2，1.3，0.33，0.02 mg･l-1，溶存成分が 7.7，
7.4，1.6，0.004 mg･l-1 となり，粒子態成分が低い濃度を示した。土壌浸透処理水の SS

























Fig. 5-1 初期フラッシュ排水と土壌浸透処理水の水質濃度の比較（１）  
 



























































Fig. 5-2 初期フラッシュ排水と土壌浸透処理水の水質濃度の比較（２）  
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            (mg･l -1)
(n=13) 
 初期フラッシュ排水 34 ± 19 (56) 20 ± 16 (78) 13 ± 5.9 (44)
 土壌浸透処理水 9.1 ± 3.7 (41) 1.0 ± 1.3 (131) 8.1 ± 3.0 (37)
(n=13) 
 初期フラッシュ排水 28 ± 17 (59) 18 ± 15 (82) 10 ± 4.4 (43)
 土壌浸透処理水 8.7 ± 3.2 (37) 1.4 ± 1.6 (116) 7.3 ± 2.1 (29)
(n=13) 
 初期フラッシュ排水 4.47 ± 2.51 (56) 1.37 ± 1.16 (85) 3.09 ± 1.84 (59)
 土壌浸透処理水 2.37 ± 1.27 (54) 0.33 ± 0.39 (120) 2.04 ± 1.23 (60)
(n=13) 
 初期フラッシュ排水 0.203 ± 0.105 (52) 0.185 ± 0.100 (54) 0.018 ± 0.009 (53)
 土壌浸透処理水 0.022 ± 0.017 (78) 0.017 ± 0.016 (94) 0.005 ± 0.003 (54)
(n=4) 
 初期フラッシュ排水 95 ± 63 (66)







Run 3 および Run 4 の水質測定結果を Table 5-1 に整理した。土壌浸透処理対象の初
期フラッシュ排水の平均濃度は，COD，TOC，T-N，T-P でそれぞれ 34，28，4.5，0.20  
mg･l-1 となり，粒子態成分は 20，18，1.4，0.19 mg･l-1，溶存態成分は 13，10，3.1，0.018  
mg･l-1 であった。変動係数の範囲は 44～85%となり，リンを除くと粒子態成分は溶存
態成分と比較して変動係数が 30～40%大きい傾向がみられた。また，土壌浸透処理水
の平均濃度は，COD，TOC，T-N，T-P でそれぞれ 9.1，8.7，2.4，0022 mg･l-1 となり，
粒子態成分は 1.0，1.4，0.33，0.017 mg･l-1 で，溶存態成分は 8.1，7.3，2.0，0.005 mg･
l-1 であった。全体の変動係数は 29～131%で，粒子態で非常にバラツキが生じた。こ
























5.2.2 除去特性の把握  
土壌浸透処理による除去性能について水質項目別に考察する。  
COD，TOC の除去機構はろ過や吸着作用により，粒子態成分で 90%以上の高い除去
率が，溶存態成分で 40％の除去率が得られた。さらに，処理水 COD 濃度は 10 mg･l-1
以下に低減していることから，初期フラッシュ後も高濃度が持続する路面排水中の有


























ているため NH4-N はイオン交換作用によって除去される。逆に NO3-N はマイナスイ
オンに帯電しているため土壌での除去率は低いとされる 10)。Fig. 5-3 は，Run 3 におけ
る窒素溶存態成分の土壌浸透前と浸透後の水質濃度を比較したものであるが，NH4-N
は減少し，NO3-N が増加している。NH4-N はイオン交換による除去や硝化により形態




もリンは P-TP 91%，D-TP 72%と粒子態，溶存態ともに高い平均除去率が得られてい
る。さらに，富栄養化現象の原因物質の一つであるリンのうち藻類に直接利用される
PO4-P は，土壌浸透処理による水質濃度が 0.001～0.002 mg･l-1 と極めて低い値にまで
処理可能であることが確認できた。  
Run 4-6～Run 4-9 の SS 濃度結果では，土壌粒子のろ過作用や吸着作用により平均
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いが，流入水量は装置の設計上 140 l (累加流出高約 2 mm)とし，処理水量は Run 3 に



























Fig. 5-4 土壌浸透処理における初期フラッシュ排水の流入負荷量  
および流出負荷量の関係（n=13）  








0 50 100 150 200































































































び形態別についてそれぞれ Fig. 5-4，Fig. 5-5 に示す。この図より，土壌浸透処理後の
流出負荷量は，流入負荷量に比例していることが明らかとなった。Run 3 および Run 4
は，滞留時間が同じで挙動も類似していることから，両データは同様とみなし，求め






























Fig. 5-5 土壌浸透処理における形態別初期フラッシュ排水の  
流入負荷量および流出負荷量の関係（n=13）  
Run 3  ▲：Particle substance △：dissolved substance 
Run 4  ●：Particle substance ○：dissolved substance 
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Table 5-2 初期フラッシュ排水の土壌浸透処理削減率  



















5.2.4 路面排水全負荷量からみた削減特性の評価  
路面排水の水質濃度は累加流出高の増加とともに指数関数的に低下するため，初期
フラッシュ排水部分の処理は効率的な負荷削減と考える。そこで，Run 1～Run 3 の路
面排水の実測調査データ（n=11，Run 2-4 を除く）をもとに，初期フラッシュ排水量
を累加流出高 2.0 mm の時の路面排水全量に対する初期フラッシュ排水土壌浸透処理
効果を検討した。  
Run 1 および Run 2 は累加流出高 2.0 mm までの負荷量を実測データから流量比で算





路面排水全負荷量に対する土壌浸透処理削減率  (%) 
 
       （初期フラッシュ排水負荷量  × 土壌浸透処理削減率）  
                全路面排水負荷量  
 
全負荷量に対する各処理削減率は 6～83%となり，各 Run や水質項目間で大きくバ
ラツキが生じた。汚濁負荷量は降水量に影響を受けるため，降水量の大きい Run 1-1
や Run 2-6 は全路面排水負荷量が大くなり，処理削減率が低い値を示した。Fig. 5-6 に
降水量と全負荷量に対する初期フラッシュ排水の土壌浸透処理削減率の関係を示した。
降水量の増加で削減比率は低下し，特に P-COD や POC，P-TP の粒子態成分ではその
傾向が強く，降水量や降雨強度による影響が示唆された。路面排水中の粒子態成分は
＝  
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彦根気象台の気象観測データ(2000 年)では１年間のうち 40％が 0.5 mm 以上の降雨
日(148 日)として観測され，そのうち 3.5 mm 以下（およそ累加流出高 2 mm に相当）







5.2.5 土壌浸透処理装置の実用性に向けた検討  
(1) 土壌層の閉塞状況  
Run 4 は約 3 年間の実験により処理装置の運用を行った。運用開始時には装置の処





た（Fig. 5-7）。この黒色物質は土壌層表面に 1.5～2 cm 程度堆積し，多いところでは 5 


















Fig. 5-7 閉塞時の土壌処理槽      Fig. 5-8 回復作業後の土壌処理槽  
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(2) 処理流量の経日変化  
処理流量は，実験開始から約 1 年間は測定していなかったが，処理流量が低下し始
めた 1 年経過以降は，貯留部に蒸留水を流しバルブ全開による流量測定を実施した。
バルブ全開以降しばらくは処理流量 0.1 l・min-1 を維持したが，その後低下傾向がみら









は 231.4 mm，集水面積全体の流量は 16.66 m3 と計算される。Run 4 の流入水中の SS
平均濃度は 95.3 mg･l-1，平均除去率は 97％であることから，閉塞までの 550 日間に処
理装置で除去された SS 量は 1.54 kg となり，閉塞が充填土壌上層の表面のみで発生し




































) 　　 y = - .506 x + 279
R 2 = 0.7034
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分類 物質名 単位 充填土壌 表面堆積物 環境基準等
カドミウム mg･kg-1 <0.1 0.4 150
六価クロム mg･kg-1 <3 <3 250
シアン mg･kg-1 <1 <1 50
水銀 mg･kg-1 <0.02 <0.02 15
セレン mg･kg-1 <0.3 <0.3 150
鉛 mg･kg-1 4 39 150
砒素 mg･kg-1 <1.5 1.9 150
ホウ素 mg･kg-1 <1 <1 4000
フッ素 mg･kg-1 250 127 4000
n-ﾍｷｻﾝ抽出物質 mg･l -1 9.9 5500 －
カドミウム mg･l -1 <0.001 <0.001 0.05
六価クロム mg･l -1 <0.02 <0.02 0.05
シアン mg･l -1 ND ND 検出されないこと
水銀 mg･l -1 <0.0005 <0.0005 0.0005
セレン mg･l -1 <0.001 <0.001 0.01
鉛 mg･l -1 <0.005 <0.005 0.01
砒素 mg･l -1 <0.005 <0.005 0.01
ホウ素 mg･l -1 <0.1 <0.1 1
フッ素 mg･l -1 0.28 <0.08 0.8
四塩化炭素 mg･l -1 <0.0002 <0.0002 0.002
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ mg･l -1 <0.0004 <0.0004 0.004
1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg･l -1 <0.002 <0.002 0.02
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg･l -1 <0.004 <0.004 0.04
1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ mg･l -1 <0.0002 <0.0002 0.002
ジクロロメタン mg･l -1 <0.002 <0.002 0.02
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg･l -1 <0.001 <0.001 0.01
1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg･l -1 <0.002 <0.002 1
1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg･l -1 <0.0006 <0.0006 0.006
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg･l -1 <0.003 <0.003 0.03
ベンゼン mg･l -1 <0.001 <0.001 0.01
シマジン mg･l -1 <0.0003 <0.0003 0.003
チオベンカルブ mg･l -1 <0.002 <0.002 0.02
チウラム mg･l -1 <0.0006 <0.0006 0.006
ＰＣＢ mg･l -1 ND ND 検出されないこと
有機リン mg･l -1 ND ND 検出されないこと









(3) 運用後の充填土壌分析結果  
約 2 年間運用後の回復作業で除去した土壌の処分方法を検討するために有害性の観
点から表面堆積物の土壌分析を行った。対象項目は，土壌汚染対策法による土壌含有
量基準（9 項目）および土壌環境基準（溶出量基準 25 項目）とした 13)。また，油分と
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いたが，Cd，Pb，As，n-ヘキサン抽出物質は，初期に充填した土壌より高い値となり，
とくに Pb は 39 mg･kg-1 (初期充填土壌の 10 倍)，n-ヘキサン抽出物質は 5500 mg･l-1 (初
期充填土壌の 550 倍)と極めて高い値である。本結果は，Pb は自動車走行に伴い自動
車の鉛製品が摩耗し道路排水中に流出するという新矢ら 14,15)の報告や，粒径区分した
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5.3 路面排水浄化効果把握のための土壌浸透処理実験  





排水の土壌浸透による水質浄化効果について把握した。Run 5 の 14 降雨における土壌
浸透前水（路盤下）と土壌浸透後水（土壌下 0.5 m）の水質測定結果を Table 5-4，Fig. 
5-10，Fig. 5-11 に示す。土壌浸透前の平均水質濃度は，COD，TOC，T-N，T-P それぞ
れ 9.1，6.6，1.8，0.05 mg･l-1 で，各形態ごとでは粒子成分が 1.1，1.0，0.2，0.05 mg･l-1，
溶存成分が 8.0，5.6，1.6，0.004 mg･l-1 で，SS は 17 mg･l-1 であった。これら水質結果
を 5.2 の Run 3 および Run 4 の初期フラッシュ排水濃度と比較すると，SS や各種水質
の粒子態成分で低い値を示した。これは本実験場所が，自動車の走行時に発生するタ
イヤの摩耗，粉じんや付着土砂の落下等の直接的影響が比較的少ない駐車場内で実施
したことによるものと考えられる。Table 2-5 の土地利用形態別 SS 汚濁負荷量が駐車























            (mg･l -1)
(n=14) 
 土壌浸透前水 9.1 ± 3.7 (41) 1.1 ± 0.7 (64) 8.0 ± 3.6 (45)
 土壌浸透後水 3.3 ± 1.5 (46) 0.5 ± 0.6 (110) 2.8 ± 1.2 (43)
(n=10) 
 土壌浸透前水 6.6 ± 3.2 (48) 1.0 ± 1.2 (116) 5.6 ± 2.3 (41)
 土壌浸透後水 3.2 ± 0.7 (23) 0.4 ± 0.2 (44) 2.9 ± 0.8 (27)
(n=14) 
 土壌浸透前水 1.77 ± 2.02 (2) 0.20 ± 0.18 (88) 1.61 ± 1.87 (116)
 土壌浸透後水 2.52 ± 1.79 (71) 0.49 ± 0.90 (184) 2.19 ± 1.66 (76)
(n=14) 
 土壌浸透前水 0.054 ± 0.032 (59) 0.050 ± 0.032 (65) 0.004 ± 0.002 (59)
 土壌浸透後水 0.018 ± 0.015 (82) 0.014 ± 0.016 (118) 0.004 ± 0.005 (119)
(n=14) 
 土壌浸透前水 17 ± 17 (104)
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　　　：Particle 　　　　：Dissolved


































土壌浸透後の平均水質濃度は，COD，TOC，T-N，T-P それぞれ 3.3，3.2，0.4，0.01 
mg･l-1 であった。各形態ごとでは粒子成分が 0.5，0.4，0.5，0.01 mg･l-1，溶存成分が
2.8，2.9，2.2，0.004 mg･l-1 となった。水質浄化性能は，粒子態成分は路面排水調査結
果と同様，SS および P-TP で土壌粒子のろ過効果や吸着効果による 70％以上の高い除
去率が得られた。P-COD，POC は，土壌浸透前の水質濃度が低いことから除去率は 50
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5.3.2 土壌浸透による水質浄化特性  
Run 3，Run 4 および Run 5 の水質調査結果から，土壌浸透の水質浄化性能について
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●  Run3 (n=4) 
■  Run4 (n=9) 
◇  Run5 (n=14)  
第 5章 土壌浸透処理を用いた路面排水負荷削減技術の開発と評価 
 95
5.4 道路堆積物汚濁負荷量把握のための道路塵埃調査  
5.4.1 道路塵埃含有水の水質測定結果  
滋賀県内国道の路面清掃にて収集された道路塵埃の含有水水質測定結果は Table 
5-5 に示すとおりである。主な水質項目の平均濃度は，COD 20mg･l-1（D-COD 1.0 mg･
l-1，P-COD 19 mg･l-1），TOC 36 mg･l-1（DOC 0.7 mg･l-1，POC 35 mg･l-1），T-N 0.63 mg･
l-1（D-TN 0.21 mg･l-1，P-TN 0.42 mg･l-1），T-P 0.20 mg･l-1（D-TP 0.02 mg･l-1，P-TP 0.19 
mg･l-1），SS 405 mg･l-1 であった。各種水質については主に以下のことが示された。  
①  塵埃含有水中の COD 濃度レベルは高く，路面排水の平均濃度と同様で下水処
理場の放流水質目標値 (10 mg･l-1；湖南中部浄化センター )を超えていた。  
②  溶存態成分の占める割合が大きい T-N は路面排水より全般的に低濃度であった。 
③  T-P は路面排水と同様なレベルを示した。  
④  重金属の Zn や Pb は水質汚濁に係る環境基準を超える濃度で検出されており，





道路塵埃含有水の水質濃度は COD や T-P で高く，路面排水と同様な値となった。
SS 濃度は同等もしくはそれより高い値であり，路面清掃が SS 除去に対する効果の
有用性を示唆している。さらに，重金属類も除去されていることから，負荷削減効
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A-1 B-1 C-1 A-2 D-1 E-1 F-1 G-1 B-2
2003/2/18 2003/2/20 2003/2/19 2004/11/16 2004/12/13 2004/12/20 2005/12/12 2006/2/8 2006/2/21
22.6km 29.6km 19.6km 22.6km 29.8km 25.2km 24.1km 20.0km 29.6km
－ － － 4.88m3 4.88m3 4.54m3 2.92m3 2.24m3 11.9m3
5 1 2 5 2 2 4 4 2
単位体積重量 g-dry･cm-3 － － － － － － 1.492 1.764 1.615
含水率 % － － － － － － 6.3 4.9 14.6
COD mg･l -1 17 16 35 19 19 28 19 10 19
D-COD mg･l -1 － － － 0.6 1.6 1.1 1.4 0.5 0.8
P-COD mg･l -1 － － － 18 17 27 18 10 18
TOC mg･l -1 － － － － － － 42 18 47
DOC mg･l -1 － － － 0.5 0.7 0.5 1.0 0.9 0.8
POC mg･l -1 － － － － － － 41 17 46
T-N mg･l -1 0.50 0.54 0.55 0.36 0.47 0.44 1.1 0.63 1.1
D-TN mg･l -1 － － － 0.19 0.27 0.32 0.21 0.13 0.15
NH4-N mg･l -1 － － － － － － 0.02 <0.01 0.01
NO2-N+NO3-N mg･l -1 － － － < 0.01 < 0.01 0.01 0.01 <0.01 <0.01
P-TN mg･l -1 － － － 0.17 0.20 0.12 0.89 0.50 0.95
T-P mg･l -1 0.310 0.150 0.190 0.110 0.140 0.330 0.310 0.100 0.200
D-TP mg･l -1 － － － 0.016 0.005 0.030 0.019 0.014 0.017
P-TP mg･l -1 － － － 0.094 0.135 0.300 0.291 0.086 0.183
SS mg･l -1 570 510 540 590 300 670 250 99 120
n-Hex mg･l -1 － － － 2.8 3.6 3.9 1.8 1.2 1.4
Cu mg･l -1 － － － 0.04 0.04 0.07 0.04 0.02 0.03
Zn mg･l -1 － － － 0.08 0.07 0.04 0.45 0.16 0.26
Cr mg･l -1 － － － < 0.02 < 0.02 < 0.02 <0.02 <0.02 <0.02
Pb mg･l -1 － － － 0.023 0.021 0.035 0.062 0.010 0.023
As mg･l -1 － － － 0.001 < 0.001 0.002 0.004 0.001 0.002
溶解性鉄 mg･l -1 － － － 0.07 0.06 0.18 0.26 0.31 0.24
大腸菌群数 MPN･100ml -1 － － － < 2 4900 790 7900 4900 2400
  * Average Daily Traffic on Weekdays (a.m.7:00-p.m.7:00), 1999 Road Traffic Census
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5.4.2 路面清掃による負荷削減効果の評価  
路面清掃による COD，TOC，T-N，T-P および SS の負荷削減効果について試算し
た。計算にあたっては各調査の濃度に大きな差異はみられないため，平均値を用い
た。測定結果平均値より単位体積重量 1.6 g-dry･cm-3，塵埃の含水率 8.6%の場合，0.5 
w/v%の 1 l 中の塵埃量は 2.875 cm3 となる。また，清掃１回あたりの塵埃量は，Line A
～Line G の調査結果では道路や清掃時期によって差が生じ，とくに冬季調査の Line 
B-2 では，雪の捕捉効果によって塵埃量が多い結果となったため，路面清掃実績値を
用いた。  
まず，清掃１回あたりの収集塵埃量平均 3.36 m3（平成 16 年度実績）より除去量
を算出し，滋賀県内国道の路面清掃による年間塵埃除去量を求めた。次に，国道の
年間清掃塵埃除去量 245.9 m3･year-1，清掃延長距離 1662.4 km（平成 16 年度実績）か

























塵埃除去量の算出結果は Table 5-6 のとおりである。路面清掃 1 回あたりの塵埃除






(mg･l -1) (kg) (kg･year-1) (kg･km-2･year-1)
COD 20.2 24 1730 347
D-COD 1.0 1.2 86 17.1
P-COD 19.2 22 1,644 330
TOC 35.4 41 3028 607
DOC 0.7 0.9 63 12.6
POC 34.7 40 2,965 595
T-N 0.63 0.74 54 10.8
D-TN 0.21 0.25 18 3.63
P-TN 0.42 0.49 36 7.21
T-P 0.204 0.24 17 3.51
D-TP 0.017 0.02 1.4 0.29
P-TP 0.188 0.22 16 3.22
SS 405 473 34,678 6,953
項目
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た，年間あたりの清掃塵埃除去量は，COD 350 kg･km-2･y-1，TOC 610 kg･km-2･y-1，T-N 
11 kg･km-2･y-1，T-P 3.5 kg･km-2･y-1，SS 7,000 kg･km-2･y-1 と試算できた。形態別では
各項目とも粒子態成分が溶存態成分より 2～40 倍高い。溶存態成分は前述に指摘し
た原因によると推測されるが，SS や粒子態成分については除去効果が非常に高く，
5.2.5 で試算した処理装置の年間 SS 除去量の 2 分の 1 に匹敵する。このことは，土壌
浸透の閉塞原因となる SS や粒子成分の除去に対して有為と推察されることから，路
面排水処理施設の維持管理にも寄与できると思われる。  














 第 2 節では初期フラッシュ排水の土壌浸透処理実験結果などから，負荷削減効果の
評価などを行い，以下の成果を得た。  
1) 土壌浸透処理は粒子態成分で高い除去効果がみられた。  
2) 排水中の NH4-N，NO2-N は土壌浸透過程で硝化され NO3-N に変化する。しかし，
窒素はその大部分が粒子態成分の除去であり，溶存態成分は他の削減手法や対策
を検討する必要性がある。  










 第 3 節では，2 節の結果および透水性舗装による実験結果に基づき，土壌浸透によ
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る水質浄化効果の解析を行い，以下の成果を得た。  




 さらに，第 4 節では道路塵埃調査から路面排水への汚濁寄与および路面清掃による
年間負荷削減量の評価を試み，以下の成果を得た。  
8) 路面清掃による年間あたりの塵埃除去量は，COD，TOC，T-N，T-P，SS でそれ













第 5章 土壌浸透処理を用いた路面排水負荷削減技術の開発と評価 
 100
第 5 章 参考文献  
 
1) 國松孝男 ,菅原正孝編（1998）都市の水環境の創造 ,技報堂出版，東京．  
2) Wakatsuki T., Esumi H. and Omura S. (1993) High performance and N & P removable 
on-site domestic waste water treatment system by multi-soil-layering method. Water Sci. 
Technol., 27(1), 31-40．  
3) 廣木謙三（1992）水質浄化手法の概要について，HEDORO，No.53，15-21．  
4) 稲森悠平，林紀男，須藤隆一（1990）直接浄化法を活用した河川水からの汚濁負
荷の削減，用水と廃水，32(11)，22-29．  
5) 北川明（1989）河川環境と水質浄化，HEDORO，No.44，18-23．  








研究所報告第 6 号，19-73．  
11) Wada K., Horino Y., Tainaka Y., Itasaka H. and Haruki F. (2001). Demonstration 
Experiment on Water Purification by Utilizing Adsorption Capacity of Soils. The 9th 
International Conference on the Conservation and Management of Lakes Conference 




13) 環境省HP http://www.env.go.jp/water/dojo/law/kokuji.html 
14) 新矢将尚，船坂邦弘，加田平賢史，松井三郎（2006）自動車交通に起因して流出
する鉛の発生源の同定，水環境学会誌，29(11)，693-698．  
15) M. Shinya, K. Tsuruho, T. Konishi and M. Ishikawa（2003）Evaluation of factors 
influencing diffusion of pollutant loads in urban runoff, Water and Science and 




施設上部構造と通水方法の検討－，第 38 回日本水環境学会年会講演集，pp.504． 
18) U.S. Environmental Protection Agency (1986) Quality Criteria for Water, 
EPA-440/5-86-001; Office of Water, Washington, DC. 
第 5章 土壌浸透処理を用いた路面排水負荷削減技術の開発と評価 
 101
19) Great Lakes Science Advisory Board (2000). Nonpoint Sources of Pollution to the Great 





第 5章 土壌浸透処理を用いた路面排水負荷削減技術の開発と評価 
 102
 
第 6章 路面負荷流出予測のためのモデルの構築と路面負荷の評価 
 103
第６章  路面負荷流出予測のためのモデルの構築と路面負荷の評価 
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6.2 予測解析方法  
本解析では，4 章にて 1999 年から 2005 年にわたり実施した路面排水の実測調査(Run 
1，Run 2，Run 3) を用いた。これらの気象，流量および水質測定データから汚濁負荷
流出量の予測を行った。予測解析方法のフローを Fig. 6-1 に示す。解析項目は，COD，
TOC，窒素およびリンを対象とし，粒子態成分と溶存態成分に分けて，それぞれのモ
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6.3 負荷堆積・流出モデルの導出  
これまでの路面上の堆積負荷流出モデルには，和田ら 13)が，野外調査データをもと
に路面及び道路側溝に堆積する汚濁物質の堆積・流出機構を解析し，負荷流出のシミ




















6.3.1 先行晴天期間の負荷堆積モデル  
単位面積当たりの路面堆積負荷量を )(tS (mg･m-2)，晴天時の降下物(dry fall out)単位
量を 0D (mg･m-2･hr-1) で一定とし，風などによる路面負荷損失量が )(tS に比例するも






f−=                     (6.1) 
 
 
 ここに， t は先行晴天時間， fk は路面堆積負荷の損失係数である。  
任意の計算単位時間  ( t =0～τ) での路面堆積負荷量 )(τS は，t =0 での路面堆積負荷
量を )0(S とすると式(6.2)で表される。  
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DeSS −− −+=              (6.2) 
 
 
6.3.2 雨天時における負荷流出モデル  
(1) 雨水流出モデル  (タンクモデル)  
 路面等の不浸透流域では，遅い中間流出や基底流出は発生せず，流出成分は表面流




















v −−−=                      (6.3) 
 
 
 ここで，h：貯留高(水位)(mm)，r：降雨強度(mm･hr-1)， ve ：蒸発散量(mm･hr-1)，q ：
表面流出高(mm･hr-1)，  0q ：浸透流出高( mm･hr-1) である。  
0=ve とし， 1k ：表面流出係数(mm-1)， 0k ：浸透流出係数(mm-1)とすると，任意の計





dh −−=                  
 
[ ] )()( 011 thkhthkr −−∗−=                    (6.4) 
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dh −=                       
 
)(0 thkr −=                      (6.7) 
 
 




rh −− ∗+−=               (6.8) 
 





















             (6.9) 
 
 
なお，計算単位時間  ( t =0～τ)内で )(th がタンク堰高 1h を上下する場合があるので，
その際には， )(th が 1h に到達する時間 st を導入する。  
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1)( hth > の時は， st として式(6.10)が得られる。  
 
( )[ ] ( ) 1)()(
01
11 0101 *)0(1)( hehe
kk
hkrth ss tkktkks =+−∗+










)0()0(ln*1             (6.10) 
 
 
一方， 1)( hth < の時， st として式(6.11)が得られる。  
 














)0(ln1                   (6.11)  
 
 
したがって，下記の式にて各々の時間単位の )(τh および )(τQ を計算する。  
 










Fig. 6-3 1)0( hh > のイメージ図  
 
 
 tts Δ<  t ← st    )(τh ･･･(6.5)， )(τQ ･･･(6.6) 
 
t ← tΔ - st  )(τh ･･･(6.8)， )(τQ ･･･(6.9) 
 





t - t s
Δt
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Fig. 6-4 1)0( hh < のイメージ図  
 
 
     tt s Δ<'  t ← st '    )(τh ･･･(6.8)， )(τQ ･･･(6.9) 
  
t ← tΔ - st '  )(τh ･･･.(6.5)， )(τQ ･･･(6.6) 
 
     tt s Δ>'   tΔ     )(τh ･･･(6.8)， )(τQ ･･･(6.9)  
 
 
(2) 雨天時負荷流出モデル  
雨天時における路面堆積負荷量 )(tS が，雨水時間流出高 dttdQ )( と )(tS に比例して
減少するものとしてその時間変化を式(6.12)で表すと， t =τでの路面堆積負荷量 )(τS
は，t =τでの累加流出高が )(τQ の時，t =0 での路面堆積負荷量，累加流出高を各々 )0(S ，








)(*)(*)( −=                       (6.12) 
   
[ ])0()(*(*)0()( QQkseSS −−= ττ                     (6.13) 
 
したがって，路面堆積負荷流出量 Ls (mg･m-2)は式(6.14)で表される。  
 






t - t' s
Δt
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一方，雨天時には降水由来負荷(wet fall out)が路面堆積負荷量に加重されるとし，そ
の負荷量は雨水時間流出高 dttdQ )( と降水濃度 C に比例すると仮定すると，降水由来
流出負荷量 )(τLr は式(6.15)で表される。  
 
 
[ ] CQQLr ∗−= )0()( )( ττ                       (6.15) 
 
 
 したがって，雨天時の流出負荷量 )(τL は，式 (6.14)と式 (6.15)の和として，式 (6.16)
で表される。  
 
)()()( τττ LrLsL +=                        (6.16) 
 
 
6.4 負荷堆積・流出モデルの検証と考察  




より，降水量の約 9 割が路面排水として流出することから， 1h =0， 0k =0.1， 1k =0.9 と
した。  




Table 6-1 雨水流出に関するモデルのパラメータ  
  h1 k0 k1 
  (mm) (mm-1) (mm-1) 
r2＊ 
Run 1 (n=109) 0.000  0.525  2.139  0.994 
Run 2 (n=488) 1.487  0.013  5.727  0.997 
Run 3 (n=280) 0.106  0.502  2.952  0.962 
*  r2 は観測値と計算値の回帰直線の決定係数  
 



































































































































































































Fig. 6-5 雨水流出モデルの検証結果  
□  観測値    計算値 (横軸は流出開始からの経過時間) 
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パラメータ 1h は，降雨観測後から路面排水として流出するまでの路面での貯留等に
よる時間遅延を表す。Run 1 の調査を実施した St. 1 は建設されて１年経過(2004 年 10
月時点)の道路でアスファルト舗装面も新しい。一方，St. 2，St. 3 は路面上に轍の目立
つアスファルト舗装状態が古い道路であった。このように 1h は路面の舗装状態等に影
響すると示唆された。  
流出係数をみると Run 1 および Run 3 では，表面流出係数 1k および中間流出係数 0k
が同様な値が得られた。Run 2 は他の Run と比較した場合， 1k が大きく， 0k が小さい
値となった。Run 2 の場合，降水量に対する路面流出量の観測値は他の Run より明ら
かに流出量が多い。しかし， 1h が大きく路面排水の流出量が抑制されることから，降
雨ロスとなる 0k に対して路面流出量の 1k が大きい値を示したと考えられる。また， 0k
および 1k は降雨が路面に達した後，浸透または路面排水として流出する速さを表し，
道路状態や勾配等の雨の捕集率によって決まる。St. 1 および St. 3 はいずれも市街地の
幹線道路であるが，St. 2 は琵琶湖湖岸に治水対策として建設された湖岸堤の管理用道
路である。その規格について基本的な考え方は，「道路構造令」の中の主要地方道規格
第 3 種第 2 級 16)であるが，St. 2 の集水面積の広さからも一般道路とは異なると推察さ
れ，他の調査地点のパラメータとの差異が生じたと考えられる。  
今回構築したモデルの計算値は，Fig. 6-5 に示すように各 Run で各々の流出現象と
よく一致した再現計算結果が得られた。さらに，Run 1，Run 2，Run 3 での観測値と




6.4.2 雨天時負荷流出モデルの検証と考察  
地表面堆積物の負荷流出モデルは，晴天時の堆積量が雨天時に流出する現象を表す
ものである。各モデルの初期設定値を Table 6-2 に示す。モデルの初期値として晴天時
の降下物単位量 0D (mg･m-2･hr-1)には，山田 17,18)が草津市内にて実施した降下物調査結
果(1994 年)の COD，T-N，T-P データ(n=18)をもとにその平均値から求めた。この値に
４章の路面排水の水質特性解析から，粒子態および溶存態の比率を乗じて各水質項目
の形態別降下物単位量を算出した。ただし，TOC については COD と同値とした。  
路面堆積負荷の損失係数 fk (hr-1)は，Novotny らの研究結果 19,20)による舗装道路にお
ける路面堆積物の減衰係数の算出式を適用した。琵琶湖流域の代表値として，縁石の
高さ 20 cm，自動車通行速度 50 km･h-1，風速 10 km･h-1 (2.8m･s-1；彦根気象台過去 10
年間の平均)を代入して求めた 21～23)。  
各水質項目の雨天時の負荷流出係数 sk (mm-1)は，4 章にて算出した値の平均を用い，
Run 3 は Run 1 と同値とした。また，降雨由来流出負荷量 )(τLr は，Run 2-1～Run 2-3
の調査時の雨水平均値を降水濃度 C として，降水中はこの濃度を一定とみなした。  
雨天時負荷流出モデルの検証では，まず，実測値として Run 1～Run 3 の各調査地点
の水質濃度測定値から，一定時間毎の水質濃度に累加流出高を乗じた負荷量を計算し





各調査地点でのパラメータ結果は Table 6-3 に示すとおりである。なお，Run 1-1 の
POC は流出初期の負荷量が極めて低く，非常に緩やかな流出傾向となり，初期に負荷
の大部分が流出する他の水質の挙動と全く異なる挙動を示した。そのため，Run 1-1
と Run 1-2 を同時に満足するパラメータ値が異常高値を示したことから，Run 1 の POC
パラメータは最小二乗和の小さい方の Run 1-2 の値を採用した。  
 
 
Table 6-2 モデル初期設定値  
  Do kf ks  C 
  (mg・m-2･hr-1) （hr-1) (mm-1) (mg･l-1) 
P-COD 0.223   0.09 
D-COD 0.136  0.92 
POC 0.253 Run1 ： 0.45 0.21 
DOC 0.106 Run2 ： 0.71 0.73 
P-TN 0.049 Run3 ： 0.45 0.024 
D-TN 0.135  0.356 
P-TP 0.0036  0.004 
D-TP 0.0001 
0.0059*2 
  0.001 
  
 
*2  Novotny et al.による損失係数の算出式  
( )WSTSe H += − 08.00116.0ξ  
         ξ   ：  損失係数(day-1)  
H  ：  縁石高さ(cm) 
TS ：  自動車走行速度(km･hr-1) 
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Table 6-3 雨天時流出負荷量に関するモデルのパラメータ  
  Do kf ks 
  (mg･m-2･hr-1) (hr-1) (mm-1) 
r2 
  P-COD 
Run 1  15.696  0.225  0.739  0.757  
Run 2  81.139  0.651  0.065  0.893  
Run 3  0.934  0.008  0.332  0.961  
  D-COD 
Run 1  3.346  0.067  0.736  0.859  
Run 2  0.771  0.007  14.373  0.629  
Run 3  0.698  0.006  0.301  0.925  
  POC 
Run 1*3 18.297  1.360  6.533  0.422  
Run 2  4.368  0.027  0.051  0.890  
Run 3  76.360  0.741  0.345  0.812  
  DOC 
Run 1  1.050  0.010  0.805  0.895  
Run 2  0.647  0.005  14.372  0.683  
Run 3  0.638  0.006  0.335  0.884  
  P-TN 
Run 1  1.271  0.676  4.426  0.678  
Run 2  0.797  0.088  0.101  0.559  
Run 3  7.851  1.357  0.866  0.896  
  D-TN 
Run 1  1.272  0.425  7.293  0.985  
Run 2  0.069  0.003  0.801  0.828  
Run 3  0.210  0.006  0.248  0.957  
  P-TP 
Run 1  0.156  0.397  6.063  0.636  
Run 2  0.007  0.000  71.432  0.693  
Run 3  0.013  0.012  0.336  0.738  
  D-TP 
Run 1  0.002  0.032  0.450  0.894  
Run 2  0.013  0.021  0.069  0.777  
Run 3  0.053  0.010  0.004  0.844  
*3 Run 1-2 のパラメータを用いた  

















る。しかし，D-TN は P-TN と同等の降下物単位量を示すことから，晴天時の汚濁負荷
であるばいじんや排ガスは，窒素の堆積負荷源として影響が大きいことが示唆された。 
sk は，水質項目別では窒素で溶存態成分，リンでは粒子態成分が大きくなる傾向が
みられた。COD や TOC の有機物は，調査地点間のバラツキはあるものの溶存態と粒
子態で同様な値を示した。これらは，実測値データから推定した水質特性を反映して
おり，路面排水の汚濁負荷量が sk 値によって決定することを意味している。また，Run 
2 の D-COD，DOC，P-TP が他の地点と比べ大きい値を示した原因には，降雨初期の水
質測定値が極めて高濃度であり，大部分の汚濁負荷量が初期に流出したためと考えら
れる。調査における実測値と各パラメータによる計算値の回帰直線の決定係数は，概
ね 0.6 以上となり良好な再現性が得られた。  
 
6.4.3 雨天時負荷流出量の評価  
 6.4.1 および 6.4.2 における実測値との比較で構築モデルが各々の流出現象をよく再




～0.97（平均 0.82）となり，アスファルト道路の流出係数 0.70～0.95 と同様な値が得
られた。  
 Fig. 6-6，Fig. 6-7 には，各調査の路面排水の実測値から求めた負荷量とモデル計算
値を示した。実測値と計算値を比較すると，Run 1～Run 3 の平均値（n=12）は，窒素
の粒子態で計算値の方が 1.6 倍と高いものの，溶存態やリンでは 0.9～1.2 とほぼ等し
く，有機物では 1.0 と同等となることが確認できた。また，Run 2-5，Run 2-6 のよう





















































































Table 6-4 雨天時流出量の観測値および計算値の比較  
Run 降水量  (mm) 
  路面排水流出量  (mm) 




































































Fig. 6-6 路面排水流出負荷量の実測値と計算値の比較（１）  
□実測値 ■計算値  































































































Fig. 6-7 路面排水流出負荷量の実測値と計算値の比較（２）  
□実測値 ■計算値  
 
 
6.5 琵琶湖流域の市街地道路におけるモデルの適用  





同一として，琵琶湖全体に適用することを試みた。まず，流出量について Run 1～Run 















                    (6.17) 
第 6章 路面負荷流出予測のためのモデルの構築と路面負荷の評価 
 118
 共通パラメータと地点毎のパラメータを比較すると， 1h は Run 1，Run 3 で大きく，
Run 2 で小さい。 0k は Run 1，Run 3 で小さく，Run 2 で大きくなった。また， 1k は Run 
3 に近似した値であった。路面排水の流出は道路状態が影響するが，その状態は一様
ではなく，道路の勾配や舗装の新旧等が降水の貯留や浸透要因となり，流出時間の遅
延や留まりが発生する。路面排水として流出しない発生ロス量が， 1h と 0k によって決
定されるため，調査地点の道路の舗装状態が新しい Run 1 や道路勾配の大きい Run 3
は Run 2 より流出時の貯留が少なかったと推察される。このように共通のパラメータ
は一般的なアスファルト道路の舗装状態を示すと考えられる。一方， 1k は路面流出に
直接関わる係数であり，共通パラメータ値はその流出量に影響する。集水面積が大き








Table 6-5 雨水流出に関するモデルの共通パラメータ  
  h1 k0 k1 
  (mm) (mm-1) (mm-1) 
r2 





















0 20 40 60

















R 2 = 0.986 (n=877)
第 6章 路面負荷流出予測のためのモデルの構築と路面負荷の評価 
 119






相殺されたためと考えられる。また，他項目と比較して 0D や fk が高値となった P-COD
は，路面排水の汚濁負荷に対して先行晴天期間中の変動要因の及ぼす影響が大きいこ
とを示唆している。  
sk は 0.122～4.528 の範囲にあり，有機物は粒子態より溶存態の方が，窒素は形態に





のである（Fig. 6-9）。  
 
 
Table 6-6 負荷流出に関するモデルの共通パラメータ  
Do kf ks 
項目 
(mg･m-2･hr-1) (hr-1) (mm-1) 
r2  
P-COD 10.771  0.147  0.441  0.664  
D-COD 0.990  0.011  1.055  0.509  
POC 1.505  0.008  0.122  0.744  
DOC 0.823  0.009  1.093  0.486  
P-TN 0.059  0.008  4.528  0.437  
D-TN 0.074  0.002  2.650  0.807  
P-TP 0.012  0.011  1.541  0.197  
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Fig. 6-9 共通パラメータ代入時の路面排水汚濁負荷量の実測値および計算値  
（表示例； 左 D-TN 右 P-TP）  
 





ここで，降水量は路面排水調査を行った 1999 年，2000 年，2001 年，2004 年および
2005 年の雨量データを用いた。年間総降水量は，1,439.0，1,299.5，1,415.0，1,615.5
および 1,106.0mm である。これより求めた路面排水の 5 年間の平均汚濁負荷量は，COD，
TOC，T-N，T-P それぞれで 28.7，20.8，3.34，0.20 kg･km-2･day-1 と試算された。琵琶
湖の湖沼水質保全計画では道路は市街地で示され，市街地は道路の他に屋根面や宅地
等を含む。その汚濁原単位  (COD 14.4 kg･km-2･day-1，T-N 3.86 kg･km-2･day-1，T-P 0.20 
kg･km-2･day-1)と比較すると(Fig.6-10)，T-N，T-P は同様な値である。COD は原単位よ
り 2 倍高い値となり，道路は COD 負荷が大きいことを示す。また，各形態ごとは，
粒子態成分で 14.8，8.5，0.86，0.16 kg･km-2･day-1，溶存態成分で 13.9，12.3，2.47，0.04 
kg･km-2･day-1 と算出され，汚濁負荷のうち窒素は溶存態，リンは粒子態が主に占める。
モデルに用いた本調査地点の交通量は，Fig. 6-11 に示すように一般国道の交通量とほ
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 R 2 = 0.197    (n=73)
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さらに，滋賀県の道路面積の 98.8 km2 を用いて琵琶湖流域の道路から雨天時に発生
する路面排水汚濁負荷量を推定すると，COD 2,830 kg･day-1，T-N 330 kg･day-1，T-P 20  
kg･day-1 と計算される。琵琶湖へ流入する COD 汚濁負荷量は 38,400 kg･day-1 (2005 年
度実績)であり，本調査地点は県全体の平均交通量として推計値は過大ではあるものの，
道路 COD 負荷量が下水道などの処理系より大きく全汚濁負荷量の 7.4％に相当するこ
とが明らかとなった。  
 
6.5.3 初期フラッシュ排水の土壌浸透処理による負荷削減量の評価  
路面排水の汚濁負荷削減対策として，累加流出高 2 mm までの路面排水を土壌浸透
処理する場合の削減量を求め，その効果を評価した。まず，連続する一降雨の路面流
出量をモデルから導出し，その流出開始から累加流出高 2 mm までの負荷量を算出し
た。その値に土壌浸透削減率を乗じることによって，削減量を求めた。その結果，Fig. 
6-12 に示すように，累加流出高 2 mm までを土壌浸透処理対策を実施した場合の流出
汚濁負荷量は，COD，TOC，T-N，T-P それぞれで 14.6，9.9，2.38，0.06 kg･km-2･day-1
となり，各形態ごとでは，粒子態成分で 5.5，1.6，0.36，0.04 kg･km-2･day-1，溶存態成





















Fig. 6-12 路面排水負荷削減対策の実施有無による流出負荷量の比較  




















































































分は窒素が 19％とやや効果が低いものの，有機物とリンでは 33～34％および 43％の
削減効果が得られることが確認できた。以上の結果から，雨天時路面排水の初期累加
流出高 2 mm を土壌へ浸透させる方策は，路面排水汚濁負荷量のうち粒子態成分の約
6 割，溶存態成分の約 3 割を削減可能であることが評価できた。  
 
 
6.6 結語  
本章では琵琶湖流域における有機汚濁を対象とした 1999 年 1 月から 2005 年 10 月
までの調査・実験結果に基づき，負荷流出過程のモデル構築し，琵琶湖流域全体に適
用することによる汚濁負荷量の推定，負荷削減効果の評価を試みた。  















試みた。その結果，COD，TOC，T-N，T-P それぞれで 28.7，20.8，3.34，0.20 kg･
km-2･day-1 と試算でき，宅地や市街地と比較して，道路は COD 負荷が大きいこと
が明らかとなった。また，各形態ごとは，粒子態成分で 14.8，8.5，0.86，0.16 kg･





5) 琵琶湖流域の道路から発生する雨天時の路面排水汚濁負荷量は，COD 2,830 kg･
day-1，T-N 330 kg･day-1，T-P 20 kg･day-1 と推算された。本調査地点は県全体の平
均交通量として推計値は過大ではあるものの，琵琶湖に流入する汚濁負荷量の
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7.4％に相当することが明らかとなった。  
6) 構築モデルを用いて，雨天時路面排水の初期累加流出高 2 mm を土壌浸透処理し
た場合の削減効果を推定した。対策を実施した場合は，対策を実施しない場合よ
り，総汚濁負荷量に対して粒子態成分の約 6 割，溶存態成分の約 3 割を削減可能
であることが評価できた。  
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第７章 結 論 
 













































等により流出損失が生じ総降水量の 83～96%が路面排水として流出する。  
2) 各水質項目の形態特性の解析より，リンは 96％が，COD，TOC は 60～70％が粒
子態として，また，窒素は 74%が溶存態で流出することを明らかにした。  
3) 路面排水負荷は，降雨前の路面堆積物以外に降雨中の自動車などによって持ち込
まれる外部からの汚濁負荷や先行降雨時の残存汚濁負荷も影響する。特に，道路























1) 土壌浸透処理は粒子態成分で高い除去効果がみられた。  
2) 排水中の NH4-N，NO2-N は土壌浸透過程で硝化され NO3-N に変化する。しかし，
窒素はその大部分が粒子態成分の除去であり，溶存態成分は他の削減手法や対策
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を検討する必要性がある。  

































試みた。その結果，COD，TOC，T-N，T-P それぞれで 28.7，20.8，3.34，0.20 kg･
km-2･day-1 と試算でき，宅地や市街地と比較して，道路は COD 負荷が大きいこと
が明らかとなった。また，各形態ごとは，粒子態成分で 14.8，8.5，0.86，0.16 kg･
km-2･day-1，溶存態成分で 13.9，12.3，2.47，0.04 kg･km-2･day-1 と算出され，汚濁






5) 琵琶湖流域の道路から発生する雨天時の路面排水汚濁負荷量は，COD 2,830 kg･
day-1，T-N 330 kg･day-1，T-P 20 kg･day-1 と推算された。本調査地点は県全体の平
均交通量として推計値は過大ではあるものの，琵琶湖に流入する汚濁負荷量の
7.4％に相当することが明らかとなった。  
6) 構築モデルを用いて，雨天時路面排水の初期累加流出高 2 mm を土壌浸透処理し
た場合の削減効果を推定した。対策を実施した場合は，対策を実施しない場合よ
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